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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第25期から連結財務諸表を作成しております。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、平成16年７月20日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そこで、当該株式分割に伴う影

響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。 

  

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月

売上高 (千円) － － 3,485,814 4,092,047 6,449,602

経常利益 (千円) － － 430,636 529,429 748,058

当期純利益 (千円) － － 233,665 336,512 464,216

純資産額 (千円) － － 1,434,005 2,301,999 2,675,689

総資産額 (千円) － － 3,203,853 4,753,491 7,638,930

１株当たり純資産額 (円) － － 347.80 258.88 299.42

１株当たり当期純利益 (円) － － 54.26 37.77 50.34

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － 53.47 36.88 49.30

自己資本比率 (％) － － 44.8 48.4 35.0

自己資本利益率 (％) － － 16.3 18.0 18.7

株価収益率 (倍) － － 14.7 17.5 18.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － 232,477 △888,248 △329,903

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － △94,771 231,442 △1,076,908

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － 60,520 1,332,392 1,768,480

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) － － 585,902 1,261,436 1,623,104

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
－ 

(－)

－

(－)

90

(16)

98 

(16)

119

(19)

回次 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 

１株当たり純資産額 (円) － － 173.90

１株当たり当期純利益 (円) － － 27.13

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － 26.74



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益について、第23期及び第24期は関連会社がないため、第25期からは連結財務諸表を作成

しているため記載しておりません。 

３ 第25期の１株当たり配当額17円には、設立25周年記念配当５円を含んでおります。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第23期につきましては旧商法第280条ノ19に定める新株引受権の残高

がありますが、非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５ 第25期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用

指針第４号)を適用しております。 

６ 第25期から「自己資本利益率」を計算する際の「純資産額」は、期中平均の金額により算出しております。 

７ 当社株式は、平成14年10月29日から日本証券業協会に店頭登録しております。それ以前につきましては、非上場・非登録

であり、株価の把握が困難なため、株価収益率は記載しておりません。なお、第25期から株価収益率は小数第一位未満を

四捨五入して記載しております。 

８ 当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取り消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場されており

ます。 

９ 第25期から連結財務諸表を作成しているため、第25期からキャッシュ・フローの各項目については記載しておりません。

10 当社は、平成14年４月１日付で株式１株につき20株、平成16年７月20日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。 

  そこで、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下の

とおりとなります。 

  なお、当該数値のうち第23期及び第24期については双葉監査法人の監査を受けておりません。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月

売上高 (千円) 2,335,076 2,704,892 3,484,138 4,007,693 6,274,278

経常利益 (千円) 315,044 350,193 467,929 505,740 704,490

当期純利益 (千円) 167,931 190,708 255,419 322,930 439,410

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 290,000 348,000 348,450 657,724 661,601

発行済株式総数 (株) 186,000 4,120,000 4,123,000 8,892,000 8,936,000

純資産額 (千円) 938,731 1,240,158 1,455,759 2,310,172 2,659,057

総資産額 (千円) 2,483,318 2,726,663 3,221,348 4,755,874 7,590,741

１株当たり純資産額 (円) 5,046.94 301.00 353.08 259.80 297.56

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
100 

(－)

10

(－)

17

(－)

11 

(－)

14

(－)

１株当たり当期純利益 (円) 902.85 50.77 59.54 36.19 47.55

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － 50.06 58.67 35.34 46.57

自己資本比率 (％) 37.8 45.5 45.2 48.6 35.0

自己資本利益率 (％) 17.9 15.4 18.9 17.2 17.7

株価収益率 (倍) － 10.04 13.4 18.2 20.0

配当性向 (％) 11.1 19.7 28.6 30.4 29.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 115,571 164,068 － － －

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 163,439 △11,944 － － －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △203,944 △474 － － －

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 236,038 387,680 － － －

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
97 

(25)

87

(20)

90

(16)

98 

(16)

119

(19)



  

(1) 平成14年４月１日付株式分割によるもの 

  

(2) 平成16年７月20日付株式分割によるもの 

  

回次 第23期

決算年月 平成13年11月

１株当たり純資産額 (円) 252.34

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円)
5.0
(－)

１株当たり当期純利益 (円) 45.14

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) －

回次 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 

１株当たり純資産額 (円) 126.17 150.50 176.54

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円)
2.5
(－)

5.0
(－)

8.5
(－)

１株当たり当期純利益 (円) 22.57 25.38 29.77

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － 25.03 29.34



２ 【沿革】 

  

  

  

３ 【事業の内容】 

当社グループは、株式会社毎日コムネット(当社)及び連結子会社株式会社学生サービスプラザの２社により構成

昭和54年４月 
  
  

東京都千代田区神田駿河台に資本金450万円をもって、株式会社トラベル・ドウ・イ
ンターナショナルを設立。 
  

    ７月 
  
  

商号を株式会社トラベル・ドウ・インターナショナルから株式会社毎日ツーリスト
へ変更。 
  

昭和57年７月 
  

株式会社日本交通公社の旅行業代理店契約を締結。 
  

昭和58年12月 
  
  

学生サークル活動支援サービスを目的として、東京都千代田区神田駿河台に株式会
社サークルライフを設立。 
  

平成元年５月 
  
  

株式会社サークルライフの商号を株式会社クレストコアに変更し、同本社を東京都
文京区湯島に移転。 
  

平成６年２月 
  
  
  

株式会社クレストコアの商号を株式会社毎日ネットワークに変更。 
学生アパート・マンションの賃貸、仲介等を目的として、東京都文京区湯島に株式
会社毎日建物を設立。 
  

    10月 
  

株式会社毎日建物が学生マンション事業を開始。 
  

平成７年４月 
  

株式会社毎日ネットワークがスポーツイベント事業開始。 
  

    ７月 
  

株式会社毎日建物の本社を東京都千代田区神田駿河台に移転。 
  

平成９年７月 
  

神奈川県横浜市西区に株式会社毎日建物(横浜市)を設立。 
  

    12月 
  
  

株式会社毎日ネットワーク、株式会社毎日建物(千代田区)を吸収合併し、商号を株
式会社毎日コムネット(実質上の存続会社)に変更。 
  

平成10年12月 
  
  
  

株式の額面金額を変更するため、株式会社奇兵隊(形式上の存続会社)と株式会社毎
日コムネット(実質上の存続会社)及び株式会社毎日建物(横浜市)が合併し、商号を
株式会社毎日コムネット(形式上の存続会社)に変更。 
  

平成11年12月 
  

学生人材の活用を目的として人材ネットワーク事業開始。 
  

平成12年10月 
  
  

コミュニティー支援サイト「みなくるねっと」開設、サイトへのサークル登録開
始。 
  

平成13年４月 
  

アルバイト紹介情報発信開始。 
  

平成14年10月 
  

日本証券業協会に株式を店頭登録。 
  

平成15年６月 
  
  

学生マンション事業の営業強化を目的として、東京都千代田区神田駿河台に100％出
資子会社株式会社学生サービスプラザを設立。 
  

平成15年10月 
  

本社及び学生マンション開発事業部を東京都千代田区丸の内に移転。 
  

平成16年10月 
  
  

株式会社学生サービスプラザがＪＲ東京駅日本橋口に学生マンションのモデルルー
ムを備えた「東京学生マンションギャラリー」を開設。 
  

平成16年11月 
  
  

学生マンション事業において、学生マンションファンドの組成を視野にいれ、不動
産流動化のスキームを活用した「学生マンションファンド・プログラム」を開始。 
  

平成17年11月 
  
  
  

学生マンション事業において、全国主要10都市の最大手不動産会社と連携し、相互
に学生向けのお部屋情報を提供するネットワーク「全国学生ひとり暮らしＣＬＵ
Ｂ」を発足。 
  



されております。 

  

当社グループは首都圏の大学生を中心とした学生(以下学生等)を対象に学生等のクラブやサークル活動で行われ

る合宿・研修旅行の企画手配を事業とする旅行業に端を発し、これを通じて学生等と密接なネットワークを構築し

てまいりました。 

この人的ネットワークを基盤に学生等の入学から卒業までを支援する「学生支援企業」をコンセプトとし、学生

等の住まいの提供を主な業務内容とする「学生マンション事業」、スポーツ大会や合宿・研修旅行の企画手配等を

行う「課外活動支援事業」、アルバイトの紹介や就職情報の提供等を行う「人材ネットワーク事業」の３分野を展

開、経営資源の統合・再配分を推し進めつつ営業基盤の強化と業績の向上に努めてまいりました。 

特に「学生マンション事業」につきましては、首都圏大学への進学者の増加と女子学生の増加による需要の高ま

りを背景に、個人・企業における不動産活用ニーズに応えるソリューションビジネスへと進化をしており、当社グ

ループの成長の中軸を担う事業分野として全力を傾注する事業戦略を展開しております。 

  

事業区分と事業内容、また当社グループ内における事業の位置付けは次のとおりであります。 

なお、事業区分及び事業内容と事業の種類別セグメントは同一の区分であります。 

  

学生支援事業の内容は次のとおりであります。 

(1) 学生マンション事業 

当該事業は首都圏に進学する学生等への住まいの提供を事業の軸として、主に二つの部門から構成されておりま

す。一つは、不動産オーナーが竣工した学生マンションを、主に家賃保証で一括借り上げ(サブリース)契約にて賃

借する学生マンション開発部門であります。この部門は、当社独自で学生マンションに適した不動産を取得し、学

生マンションとして開発していく流動化事業もあわせて展開しております。 

もう一つは、開発部門により開発された学生マンションへの入居者(学生等)の募集、仲介及び当該物件の賃貸管

理を行う賃貸・仲介部門であります。この部門には、物件自体の警備や建物管理業務も含まれております。当社グ

ループの学生マンション事業は、入居者の身分を学生等に限定していることから卒業等での部屋の入退去の状況が

一般の賃貸住宅に比較して把握しやすく、その特性を活かして、主に地方から上京する新入居希望者に対しては実

際の入居(４月)に先駆けて部屋の予約を可能にし、無駄な家賃負担を発生させない「入居予約システム」を提供し

ております。また一方で、大学推薦入学者が決定する前年秋から入居者の募集を開始するため、空室リスクを比較

的低く抑えることが可能となっております。 

なお、当該事業については、宅地建物取引業法に基づく国土交通大臣の宅地建物取引業者としての許可を取得し

ております。 

  

各部門の業務の主な内容は次のとおりであります。 

(開発部門) 

事業区分 事業内容 関係する会社 

学 

生 

支 

援 

事 

業 

学生マンション事業 

学生マンションの開発、賃貸及び管理 当社 

学生マンションの入居者募集及び仲介 株式会社学生サービ

スプラザ 

課外活動支援事業 
合宿・研修旅行、イベントの企画・運営 

スポーツ施設の運営 
当社 

人材ネットワーク事業 アルバイト紹介、就職情報提供 当社 

その他事業 
一般旅行商品の販売、福利厚生事業サポー

ト「名湯プラン」の提供 
当社 



不動産を所有する個人・法人のニーズに応じて、学生マンションによる事業プランを提案、資金調達から設

計、施工にいたるコンサルティング業務を経た後、竣工した学生マンションを通常10年から15年間の家賃保証に

よる一括借り上げ(サブリース)契約を締結します。不動産オーナーにとっては、入居の状況にかかわらず家賃保

証されるため、安定した資産運用の手段として位置付けられます。主にコンサルティングにかかるフィー(手数

料)等が収益となります。また一方で、当社独自の開発基準に基づく学生マンションに適した不動産を取得し、不

動産流動化の手法を活用して学生マンション建設を行う流動化事業を行っております。最近では、借地権等の案

件にも積極的に取組んでおります。なお、この業務においては、不動産の取得原価と売却売上との差額が収益と

なります。 

(賃貸・仲介部門) 

① 賃貸・管理業務 

開発部門が開発した学生マンションを学生等に転貸する業務であります。オーナーへの保証家賃と入居者か

ら収受する家賃との差額が主な収益となります。入居者を学生等に限定することで安定した入居率を実現し、

安定的な収益ストック型の事業となっております。 

また、管理する物件の賃貸契約及び更新契約代行、入居者のクレーム対応、建物の警備、修繕等の管理業務

もあわせて受託しております。 

② 仲介業務 

店舗展開と大学等との提携、独自の媒体雑誌の発刊、Ｗｅｂサイトの運営等により、管理物件の入居者募集

及び仲介を行っており、入居者からの仲介手数料が主な収益となります。 

なお、一般の学生向けアパート・マンションの仲介業務も同様に行っております。 

  

(2) 課外活動支援事業 

当該事業は、首都圏大学生のクラブ・サークル活動にともなう合宿・研修旅行の企画・手配や、スポーツ大会・

音楽イベント等の企画・運営といった学生等の課外活動支援サービスを事業分野としております。お茶ノ水、横浜

の営業所を拠点に営業展開するとともに、「みなくるねっと」「合宿．ｃｏｍ」などの各種Ｗｅｂサイトを通じて

学生等への情報提供も行っております。 

なお、当該事業については、旅行業法に基づく国土交通大臣の旅行業者としての許可を取得しております。 

  

各業務の主な内容は次のとおりであります。 

(合宿・研修旅行業務) 

首都圏の大学約100校、3000サークルを対象に営業展開を図っております。サークルにとって重要な活動である

合宿・研修旅行は、新入生歓迎合宿、夏合宿、秋合宿、冬合宿、強化合宿など年間を通じて行われていますが、

スポーツ系、音楽系、文化系などサークルの種別によってニーズは多様であります。当社では、それぞれのニー

ズに応じた情報提供力と、企画提案力に基づいた付加価値の高いサービスを提供しております。 

(イベント企画・運営業務) 

サッカー大会を中心に、スポーツ大会や音楽イベントなど、年間50大会以上を企画・募集・運営しておりま

す。最近では、企業や各種団体等が協賛あるいは主催する、さまざまなイベントや大会の運営を一括して請け負

う事業等も展開しております。 

また、首都圏全域に広がるサッカーチームの顧客ネットワークを活かし、フットサルコートの運営も開始して

おります。 

  

(3) 人材ネットワーク事業 

当該事業は、学生支援事業において学生の「出口」となる就職支援分野を担う事業分野として、これまで学習



塾・家庭教師センターからの求人依頼に対し、大学生データベースから条件に適合する人材をマッチングする学

生人材紹介事業を行う一方で、就職情報誌の発刊やインターンシップ情報の提供等を行っております。 

また、平成17年11月には、首都圏のクラブ・サークル幹部学生に限定した「就活フォーラム2007」を開催、本格

的な就職支援サービスの準備を開始しております。 

なお、当該事業については、職業安定法に基づく厚生労働大臣の有料職業紹介事業者としての許可を取得してお

ります。 

  

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社ではありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 従業員数は、契約社員を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平成17年11月30日以前の１年間の年間平均雇用人員であります。 

３ 全社(共通)は、総務経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 従業員数は、契約社員２名及び連結子会社への出向者(社員24名及び契約社員11名)を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平成17年11月30日以前の１年間の年間平均雇用人員であります。 

４ 従業員が前年度に比べて21名増加しておりますが、主として連結子会社への出向者が増加したことによるものでありま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

㈱学生サービスプラザ 東京都千代田区 100,000 
学生マンシ

ョン事業 
100.0 

当社の不動産管理物件の

入居者募集及び仲介業務

を行っております。 

役員の兼任 ５名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

学生支援事業 

学生マンション事業
42  
(12) 

課外活動支援事業 
52  
( 3) 

人材ネットワーク事業 
3 
(－) 

小計 
97 
(15) 

その他事業 
5 
( 4) 

全社（共通） 
17 
(－) 

合計 
119 
(19) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

119 
(19) 

 31.1 4.5 4,905



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、民間設備投資の好転、企業収益の改善、個人消費の緩やかな回復

などにより全般的には景気回復傾向にあるものの、原油価格の高騰などの不安要素もあり、先行き不透明のまま推

移いたしました。 

当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、今年春の大学入学者数は60.4万人、大学生

総数は286.5万人(文部科学省「学校基本調査」による)と前年に引き続き過去最高を更新、少子化時代にあっても大

学生数は安定的に推移する一方で大学生のライフスタイルは多様化し、彼らのニーズに応える低廉で高品質なサー

ビスが求められつつあります。このような市場環境の中で当社グループは「学生支援企業」という企業コンセプト

のもと、「学生マンション事業」を成長の中軸に、「課外活動支援事業」「人材ネットワーク事業」の３分野を展

開、経営資源の統合・再配分を推し進めつつ営業基盤の強化と業績の向上に努めてまいりました。 

特に、学生マンション事業におきましては、不動産の有効活用ニーズの高まりを背景に成長の加速を図るべく、

不動産流動化のスキームを活用した学生マンションの独自開発を進めており、これが学生マンション事業部門の新

たな収益の柱として順調に成長してまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は6,449,602千円(前年同期比57.6％増)、営業利益は825,704千円(同64.2％

増)、経常利益は748,058千円(同41.3％増)、当期純利益は464,216千円(同37.9％増)となりました。 

事業別の業績を示すと次のとおりであります。 

① 学生支援事業 

・学生マンション事業 

首都圏における学生賃貸住宅市場は、地方からの首都圏進学者の増加、女子大生比率の高まり、セキュリテ

ィ意識の浸透などにより、より安全性・快適性が求められており、学生マンション需要は今後ますます高まる

ものと予想されます。 

開発部門におきましては、この需要の高さを背景に金融機関等との連携によるコンサルティング営業を強化

し、個人オーナーのみならず、企業に対しても不動産活用のニーズに応える事業プランを積極的に提案、物件

開発に努めました。その結果、自社物件売却分１棟31戸を含む新規サブリース12棟457戸、新規管理受託5棟562

戸を開発しました。既存の管理受託物件のオーナー変更に伴う管理会社変更による一部管理戸数の減少及び自

社物件の売却による戸数減少を差し引き総管理戸数は101棟3,820戸(前年同期比27.8％増)となりました。 

特に、開発部門の中でも、不動産流動化のスキームを活用して学生マンションの独自開発を行う流動化部門

において、開発収益が順調に拡大し全社収益の伸長に貢献いたしました。 

一方、賃貸・管理業務につきましては、大学との連携を進めることに加え、仲介専門子会社「株式会社学生

サービスプラザ」の体制強化により、より安定した入居者確保を図りました。管理物件の入居率は99.87％(平

成17年４月現在)と引き続き高水準を維持しております。 

その結果、学生マンション事業の売上高は5,219,001千円(前年同期比84.9％増)となり、当社グループの中核

事業として着実に拡大を続けております。 

また、昨年11月には全国の有力不動産各社と連携する「全国学生ひとり暮らしＣＬＵＢ」を発足、全国主要

都市の各社店舗でも当社グループが管理する学生マンションの情報収集ができるネットワークの構築を進めて

おります。 

・課外活動支援事業 

学生等を中心顧客とする合宿・研修関連分野につきましては、販促ツールの拡充や団体の種目別営業の推進



により、新規顧客の開拓、リピーター化の促進に取組んでまいりました。また、地域行政等と協力し、スポ

ーツ大会や音楽イベントへの学生誘致による地域活性化にも取組み、当社グループの学生顧客ネットワークを

活かす分野が拡大しております。 

その結果、課外活動支援事業の売上高は1,061,247千円(前年同期比0.9％増)となりました。   

・人材ネットワーク事業 

学生支援事業において学生の「出口」となる就職支援を担う事業分野として、これまでもテストマーケティ

ング的に就職情報誌の発刊やインターンシップ情報の提供などを継続してまいりました。昨年11月には新たな

取組みとして、日本経済新聞社販売局の協力を得て首都圏大学のクラブ・サークル幹部学生を集めた「就活フ

ォーラム2007」を開催しております。これは大学就職部との連携強化と全社事業とのシナジーを生む就職支援

サービスの一つとして収益モデル化を進めるとともに、これまでの塾講師を中心にしたアルバイト紹介業務を

縮小、就職支援事業への準備を開始いたしております。 

その結果、人材ネットワーク事業の売上高は42,758千円(前年同期比32.4％減)となりました。 

② その他事業 

個人旅行を中心とした旅行部門は、課外活動支援事業分野と店舗を統合、顧客を学生等に絞り込むことで全社

事業とのシナジーを高め、営業の効率化を図ったものの顧客からの認知度不足の影響は大きく、その効果は未だ

上がらないまま売上高は減少いたしました。 

その結果、その他事業の売上高は126,595千円(前年同期比18.0％減)となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースでの現金及び現金同等物は、業績が順調に推移したことなどにより期首残高

に比べ361,668千円増加し、当連結会計年度末の資金残高は1,623,104千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は329,903千円(前年同期は使用した資金が888,248千円)となりました。これは主

に業績が順調に推移したものの、たな卸資産の増加による支出987,018千円及び法人税等の支払支出176,802千円

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は、1,076,908千円(前年同期は得られた資金が231,442千円)となりました。これ

は主に有形固定資産の売却による収入652,525千円、投資有価証券の取得による支出213,320千円及び出資による

支出1,459,683千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は1,768,480千円(前年同期は得られた資金が1,332,392千円)となりました。これ

は主に短期借入による収入1,788,000千円、長期借入による収入100,000千円、配当金の支払97,054千円及び長期

借入金の返済による支出30,210千円によるものであります。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前年同期比(％) 

学生支援事業 

学生マンション事業 5,219,001 ＋84.9

課外活動支援事業 1,061,247 ＋0.9

人材ネットワーク事業 42,758 △32.4

小計 6,323,006 ＋60.6

その他事業 126,595 △18.0

合計 6,449,602 ＋57.6



３ 【対処すべき課題】 

当社グループはオンリーワン企業をめざし「学生支援企業」という企業コンセプトを掲げつつ、学生のひとり暮

らし需要を背景にした「学生マンション事業」を中軸に事業基盤強化と事業拡大を進めてまいりました。 

今後は不動産ソリューション企業への進化を加速するとともに、より学生ニーズ、大学ニーズに応えることで大

学生マーケットにおけるポジションを強固なものにしていく必要があります。そのためには以下の２点を対処すべ

き課題として認識しております。 

① 学生マンション開発促進のための基盤強化 

大学進学率の向上と地方から首都圏への進学者の増加、女子大生比率の増加により、学生マンションの需要は

ますます高まると考えられます。新規学生マンションの開発を促進、効率化し、よりスピードアップを図ること

が、今後の事業拡大には不可欠です。 

したがいまして、より多くの土地オーナー及び不動産を保有する企業に対し事業プランをご提案するべく、主

な情報入手先である金融機関等との協力・連携の強化が重要であると考えております。さらに、当社グループが

イニシアティブを持って開発を促進するため、不動産流動化のスキームを活用した開発を強化してまいります。

これには専門ノウハウの蓄積と人材の確保及び強固で柔軟な組織体制の構築が重要であると考えております。 

② 各事業間シナジー効果の最大化と大学連携の強化 

学生支援サービスを複合的に持つ当社グループにとって、各事業における情報の共有化を推進し、それぞれの

サービスの質的向上を図るとともに各事業間におけるシナジー効果を最大限発揮しうる体制の構築が重要です。

さらには他企業とのアライアンスによる商品・サービスの拡充により、各大学が設立を進める大学営利法人のニ

ーズに応え、その関係強化を図る必要があると考えております。 

  

  

  

  

  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

(1) 学生マンション事業について 

① サブリース契約について 

サブリース契約は不動産オーナーに対して契約の期間(10年～15年間)について入居者の有無や当社グループの

受け取る家賃の額に関係なく毎月定額の家賃を保証する内容となっております。当社グループは空室発生や家賃

相場下落による業績への影響を低減するために当該契約にフリーレント期間(家賃無償期間)条項や一定期間毎の

家賃改定条項を織り込む等施策を講じておりますが、こうした対応が万全とはいえません。このため空室が長期

間かつ大量に発生した場合には当社グループの業績に重大な影響が発生する可能性があります。 

② 募集方法及び開発について 

当社グループは地方から首都圏の大学等に進学する高校３年生をターゲットに、毎年一定期間(10月から翌年３

月)に個人、高校宛のＤＭ、もしくは他社媒体雑誌等の広告掲載により入居者を募集しております。したがって、

当該募集行為は期間を限定した反響型の集客営業であることから、反響数が予想を下回った場合には空室が発生

し当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、賃貸物件の開発においては建物の建設期間に８

ヶ月以上を要するため、新入学の時期にあわせて計画どおりに工事が進捗しなかった場合には、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

  

(2) 経営成績の変動について 

① 売上総利益率等の低下について 

学生マンション事業は当社グループの他の事業が主に手数料収入を得る事業形態であるのと相違し、主に売上

原価が発生する形態の事業であります。学生マンション事業売上高が当社グループの売上高に占める割合は、過

去３期において、平成15年11月期(連結)63.5％、平成16年11月期(連結)69.0％、平成17年11月期(連結)80.9％、

と増加してきており、これが売上総利益率の低下(平成15年11月期(連結)52.3％、平成16年11月期(連結)49.1％、

平成17年11月期(連結)39.9％)の主な要因となっております。 

当社グループでは、首都圏における学生マンションは現在供給不足の状態であると認識しており、今後ともサ

ブリース物件の開発に注力する方針でありますので、今後においてもグループ全体の売上総利益率が低下するこ

とが想定されます。 

② 季節変動性及び第１四半期の経営成績について 

当社グループでは、３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた学生マンション入居者募集や春・夏の合宿・

研修旅行等の増加により第２四半期(３月～５月)及び第３四半期(６月～８月)に、また、学生マンション事業に

おける不動産流動化関連売上により第４四半期(９月～11月)に売上高が増加する傾向があります。第１四半期の

売上高の通期売上高に占める割合は、過去３期において、平成15年11月期(連結)15.6％、平成16年11月期(連結)

16.2％、平成17年11月期(連結)11.4％となっております。このような事情により現在まで恒常的に第１四半期

は、営業利益を計上するにいたっておりません。 

  

③ 不動産売買について 

当社グループは、学生マンション事業の拡大のために不動産売買を行う場合があります。これは、当社グルー

プが一時的に不動産を取得し、当社が匿名組合出資するＳＰＣ及び法人または個人の投資家の方々へ転売を行っ

た上で、当社グループがサブリース契約にて一括借上を行うといった取引形態に伴うものであります。このよう

な不動産売買が発生した場合には、売上高が増大するともに売上総利益率、営業利益率が大きく変動する場合が

あります。 

  

(3) 少子化の影響について 



文部科学省「学校基本調査」によると平成17年度における18歳人口は137万人とピークであった平成４年度の205

万人以降減少しております。この傾向は平成24年度に119万人まで減少するまで継続するものの、その減少傾向は緩

やかとなり、平成25年度は増加に転じるものと予想されております。 

 しかし、大学生人口は平成17年度には入学者数が60.4万人、大学生総数は286.5万人と過去最高を記録しておりま

す。この要因は深刻な就職難を背景に大学への進学を希望する受験生の割合が増加していることに加え、大学側の

経営確立のための学生確保が重なったものと考えられます。こうしたことから近年では進学率が上昇(平成７年度

35.8％→平成12年度45.1％→平成17年度50.2％)する結果となっております。 

 当社グループといたしましては当面進学率の上昇傾向は継続するものと認識しており、当社グループの対象顧客

である学生等の人口は安定的に推移し、今後５年～10年程度の中期的なスパンでの少子化の進行による影響は少な

いものと考えております。しかし、少子化がさらに進行し、当社グループの認識とは相違して対象顧客である学生

等の人口が急激に減少した場合は、当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。 

  

(4) 学生の消費動向に業績が影響を受けることについて 

全国大学生活協同組合連合会「学生生活実態調査」によりますと、１ヶ月の生活費は平成16年度は全国平均で自

宅生が56,540円、自宅外生で123,110円と前年に比べそれぞれ3.9％、1.4％の減少となりましたが、当社グループと

いたしましては、今後の学生の消費動向に大きな変化はないものと認識しております。しかし、学生の消費動向が

当社グループの想定し得ない変化を起こし、かつ当社グループがこれに対応した対策を講じられない場合には、当

社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

  

(5) 法的規制等について 

当社グループは、以下の３つの法的規制等による事業を行っております。 

① 学生マンション事業は、宅地建物取引業法に基づく国土交通大臣の宅地建物取引業者としての許可を取得して

おり、不動産仲介及び売買等の事業を行っております。 

② 旅行関連事業は、旅行業法に基づく国土交通大臣の旅行業者としての許可を取得しており、旅行サービス等の

販売を行っております。 

③ 人材ネットワーク事業は、職業安定法に基づく厚生労働大臣の有料職業紹介事業者及び一般労働者派遣事業者

としての許可を取得しており、企業側の求人ニーズとアルバイト求職者として登録された大学生とをマッチング

する紹介サービスを行っております。 

今後、これらの法令等が改正される可能性があり、その場合、当社グループの事業が制約される可能性がありま

す。 

  

(6) 個人情報の保護について 

当社グループは、当社グループ事業の中において、課外活動支援事業の「みなくるねっと」会員情報、クレジッ

トカード会員情報、アルバイトネット登録会員情報や学生マンション事業のマイコムサポートシステム会員情報等

を取得し、利用しております。一方、平成17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」(個人情報保護

法)は、当社グループのビジネスにも影響があると考えられ、それに対する取組みを誤れば、企業の存続にも影響す

る可能性があります。 

当社グループでは、徹底した情報管理を継続的に行い、高度のセキュリティ技術の活用、各種社内教育及びガイ

ドラインを充実させ運用管理の徹底を行っております。また、当社は平成17年11月にプライバシーマークを取得い

たしました。 

しかし、以上のような対策を講じたとしても、個人情報の流出等の重大なトラブルが当社グループにおいて発生

した場合には、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により、当社グループの事業及び業績に重大な影響



を与える可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、学生マンション事業において、機動的かつ安定的な資金調達を可能とするとともに、事業拡大に向けて

不動産物件の取得ならびに不動産流動化事業を加速し、業績の拡大を図ることを目的として、コミットメントライ

ン契約を締結しております。 

コミットメントライン契約の内容は以下のとおりであります。 

(注) １ 平成17年４月28日付で、シンジケーション化による融資枠設定金額の増額契約を締結しております。 

２ 株式会社UFJ銀行は、平成18年１月１日付で株式会社東京三菱銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行となっておりま

す。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

相手先 
融資枠設定金額
(千円) 

当連結会計年度末に
おける借入額(千円) 

契約締結日 契約期間 

株式会社UFJ銀行をアレンジャー 
とする計８金融機関(注)１ 

4,000,000 ― 平成17年３月31日
平成17年３月31日～
  平成19年３月30日 

株式会社三井住友銀行 2,500,000 ― 平成17年４月28日
平成17年４月28日～
 平成19年４月30日 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択及び適用を行い、決算日における

資産、負債及び収益・費用の金額に影響を与える見積りを必要とします。 

経営者はこれらの見積りについて、過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り

特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針につきましては、「第５ 経理の状況 連結財務諸表の

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

  

(2) 経営成績の分析 

① 概況 

当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、今年春の大学入学者数は60.4万人、大学

生総数は286.5万人(文部科学省「学校基本調査」による)と前年に引き続き過去最高を更新、少子化時代にあって

も大学生数は安定的に推移する一方で大学生のライフスタイルは多様化し、彼らのニーズに応える低廉で高品質

なサービスが求められつつあります。このような市場環境の中で当社グループは「学生支援企業」という企業コ

ンセプトのもと、「学生マンション事業」を成長の中軸に、「課外活動支援事業」「人材ネットワーク事業」の

３分野を展開、経営資源の統合・再配分を推し進めつつ営業基盤の強化と業績の向上に努めてまいりました。 

特に、学生マンション事業におきましては、不動産の有効活用ニーズの高まりを背景に成長の加速を図るべ

く、不動産流動化のスキームを活用した学生マンションの独自開発を進めており、これが学生マンション事業部

門の新たな収益の柱として順調に成長してまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は6,449,602千円(前年同期比57.6％増)、営業利益は825,704千円(同

64.2％増)、経常利益は748,058千円(同41.3％増)、当期純利益は464,216千円(同37.9％増)となりました。 

② 売上高 

当連結会計年度の売上高は6,449,602千円(前年同期比57.6％増)となりました。この増加の主な要因は、当社グ

ループの主力事業である学生マンション事業の流動化部門において売上が大幅に増加し、学生マンション事業の

売上高が5,219,001千円(同84.9％増)と拡大したことによります。 

③ 営業利益 

当連結会計年度の売上原価は3,878,996千円(前年同期比86.1％増)となりました。この増加の主な要因は、学生

マンション事業において賃貸・仲介部門の売上高の増加によるもの及び流動化部門における不動産物件の売却原

価が計上されたことによります。また、不動産物件の売却原価が計上されたことにより売上原価率は60.1％と前

年同期の50.9％から9.2ポイント増加いたしました。一方、当連結会計年度の販売費及び一般管理費は1,744,901

千円(同16.0％増)となりました。これは、学生マンション事業において営業所の新設、要員の強化等により増加

したものの、グループを挙げて経費の削減に努めた結果、販売費及び一般管理費率は27.1％と前年同期の36.8％

から9.7ポイント改善いたしました。 

その結果、当連結会計年度の営業利益は825,704千円(同64.2％増)となりました。 

④ 経常利益 

当連結会計年度の営業外収支は前年同期に比べ投資有価証券売却益及び保険返戻益等が無くなったことにより

営業外収益が減少し、営業外費用の支払利息及び借入関係手数料が大幅に増加したことによりマイナス77,645千

円(前年同期はプラス26,465千円)となりましたが、営業利益の増加により、当連結会計年度の経常利益は748,058

千円(前年同期比41.3％増)となりました。 

⑤ 当期純利益 



当連結会計年度の当期純利益は464,216千円(前年同期比37.9％増)と大幅な増加となりました。この増加の主な

要因は、経常利益の増加に加え、学生マンション事業における当社所有の賃貸不動産の売却により、固定資産売

却益95,298千円及び固定資産売却損35,933千円を計上したことによります。その結果、１株当たり当期純利益は

50円34銭となり前連結会計年度に比べ12円57銭増加いたしました。 

  

(3) 財政状態の分析 

① 資産、負債及び資本の状況 

当連結会計年度の資産合計は7,638,930千円となり前連結会計年度に比べ2,885,439千円増加いたしました。こ

の増加の主な要因は、流動資産において、現金及び預金及びたな卸資産等の増加により1,639,617千円増加し、固

定資産において、当社所有不動産物件の売却等により有形固定資産が549,834千円減少したものの、投資その他の

資産が1,794,695千円増加したことによります。負債合計は4,963,241千円となり前連結会計年度に比べ2,511,749

千円増加いたしました。この増加の主な要因は、流動負債において、短期借入金が1,788,000千円増加したことに

よるものであります。また、資本合計は2,675,689千円となり前連結会計年度に比べ373,690千円増加いたしまし

た。この増加の主な要因は、前期の利益処分による配当金等の支払いがあったものの、当期純利益464,216千円を

計上したことによります。その結果、１株当たり純資産額は299円42銭となり前連結会計年度に比べ40円54銭増加

いたしました。また、自己資本比率は前連結会計年度の48.4％から35.0％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キ

ャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

また、学生マンション事業において、販売用不動産(たな卸資産)の積極的な取得を行ったため、営業活動によ

るキャッシュ・フローはマイナスとなりました。今後につきましても、販売用不動産(たな卸資産)の積極的な取

得を行う予定でありますので、この傾向は続くものと思われます。これに対応するため、機動的かつ安定的な資

金調達を可能とするとともに、学生マンション事業における不動産流動化事業を加速し、業績の拡大を図ること

を目的として、総額6,500,000千円のコミットメントライン契約を締結しております。 

  

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載しておりま

す。 

  

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。 

今後につきましても、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載した対処すべき課題を認識しつつ、学

生マンション事業を成長の中軸に置き、不動産ソリューション企業への進化を加速するとともに、学生及び大学の

ニーズに応えることで「学生支援企業」というオンリーワン戦略を推し進めてまいります。 

  

  

  

  

  

  



  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は、77,328千円であります。これは主として、課外活動支援

事業におけるフットサル施設に関するものであります。なお、重要な設備の除却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

① 事業所別設備 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記事業所は全て賃借中であり、「その他」は賃借に係る差入保証金であります。 

  

② 上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

平成17年11月30日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

設備の種類の帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
器具備品

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都 
千代田区) 

本社機能 
学生マンショ
ン事業 

統括管理施
設 
販売業務施
設 

14,651 1,680
－
(－)

85,958 102,289 21

営業部 
(東京都 
千代田区) 

学生マンショ
ン事業 
課外活動支援
事業 
人材ネットワ
ーク事業 
その他事業 

販売業務施
設 

11,765 5,739
－
(－)

54,965 72,470 53

横浜営業所 
(神奈川県 
横浜市) 

学生マンショ
ン事業 
課外活動支援
事業 

販売業務施
設 

513 118
－
(－)

7,323 7,955 7

早稲田大学営
業所 
(東京都 
新宿区) 

課外活動支援
事業 
その他事業 

販売業務施
設 

－ 442
－

 (－)
－ 442 1

法政大学営業
所 
(東京都 
千代田区) 

課外活動支援
事業 
その他事業 

販売業務施
設 

－ 208
－
(－)

－ 208 1

エムズフィー
ルド 
(千葉県 
浦安市) 

  
課外活動支援
事業 
  

フットサル
施設 

59,935 347
－
(－)

－ 60,283 1

事業所名 設備の内容 年間リース料(千円) リース契約残高(千円) 

本社及び各事業所 コンピューター関連設備 18,923 53,424 



(2) 国内子会社 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記事業所は全て賃借中であり、「その他」は賃借に係る差入保証金であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
器具備品

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱学生サ
ービスプ
ラザ 

本社及び 
４店舗 
(東京都 
千代田区他) 

本社機能
学生マン
ション事
業 

統括管
理施設 
販売業
務施設 

20,435 2,976
－
(－)

40,104 63,516 35



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成18年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権(新株引受権を含む)により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

以下の新株予約権①及び②は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年

法律第129号)第19条第１項の規定により新株予約権とみなされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律

(平成13年法律第128号)により改正される以前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議により発行された

新株引受権であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年11月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年２月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,936,000 8,942,000
ジャスダック
証券取引所 

(注)１ 

計 8,936,000 8,942,000 ─ ─ 



① 平成13年２月26日開催の定時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 
  

(注) １ 平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予

約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２ 当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取り消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場されており

ます。 

  
事業年度末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 146,000株(注)１ 146,000株(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり150円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年２月27日～
平成20年２月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 150円(注)１
資本組入額  75円(注)１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を付与された者は、新株

引受権行使時においても、当社

の取締役または使用人であるこ

とを要する。 

(2) 新株引受権の付与対象者が新

株引受権の行使をすることがで

きる期間の初日の到来後に死亡

した場合に限り、付与の対象者

の相続人が新株引受権を相続す

ることができる。ただし、付与

の対象者の相続人につき、新た

に相続が発生した場合は、その

新株引受権の相続は認めない。

(3) 上記のほか細目等について

は、当社と付与対象者との間で

締結する「新株引受権付与契

約」の定めるところによる。 

(1)      同左 

  

  

  

(2)      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)      同左 

  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権は、第三者への譲渡ま
たは質入、担保権の設定その他の
処分をすることができない。 

同左 



② 平成14年２月27日開催の定時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 
  

(注) １ 平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予

約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２ 当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取り消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場されており

ます。 

  

上記①、②のストックオプションに係る主な行使の条件は次のとおりであります。 

ａ 権利を付与された者は、当社株式が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された場合に限

り、権利行使することができる。 

ｂ 時価を下回る価額および株式分割または併合で新株を発行するときは、次の算式により発行価額(権利行使価額)を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  (時価を下回る価額で新株発行する場合) 

  (株式の分割または併合を行う場合) 

ｃ 権利行使価額の調整が行われた場合、次の算式により発行株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨

てる。 

  (時価を下回る価額で新株を発行する場合) 

  (株式の分割または併合を行う場合) 

  
事業年度末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 28,000株(注)１ 22,000株(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり175円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年２月28日～
平成21年２月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 175円(注)１
資本組入額  88円(注)１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を付与された者は、新株

引受権行使時においても、当社

の取締役または使用人であるこ

とを要する。 

(2) 新株引受権の付与対象者が新

株引受権の行使をすることがで

きる期間の初日の到来後に死亡

した場合に限り、付与の対象者

の相続人が新株引受権を相続す

ることができる。ただし、付与

の対象者の相続人につき、新た

に相続が発生した場合は、その

新株引受権の相続は認めない。

(3) 上記のほか細目等について

は、当社と付与対象者との間で

締結する「新株引受権付与契

約」の定めるところによる。 

(1)      同左 

  

  

  

(2)      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)      同左 

  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権は、第三者への譲渡ま
たは質入、担保権の設定その他の
処分をすることができない。 

同左 

        既発行 

株式数 
＋
新規発行株式数×１株当り払込金額 

調整後権利 

行使価額 
＝ 
調整前権利 

行使価額 
× 

１株当り調整前権利行使価額 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

調整後権利行使価額＝調整前権利行使価額×
１ 

分割・併合の比率 

調整後権利付与株式数＝調整前権利付与株式数×
１株当り調整前行使価額 

１株当り調整後行使価額 

調整後権利付与株式数＝調整前権利付与株式数×分割または併合の比率



③ 平成15年２月26日開催の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 
  

(注) １ 平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予

約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 
２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 
３ 新株予約権発行後、時価を下回る価額および株式分割または併合で新株を発行するときは、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

(時価を下回る価額で新株を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

また、払込金額の調整が行われた場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

(時価を下回る価額で新株を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

  

④ 平成16年２月26日開催の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 
  

  
事業年度末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権の数(個)  175(注)２ 175(注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)       35,000(注)１ ３     35,000(注)１ ３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり242(注)１ ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日～
平成22年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  242(注)１
資本組入額     121(注)１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 対象者は、新株予約権行使時

においても、当社の取締役また

は従業員であることを要する。

(2) 新株予約権の対象者が新株予

約権の行使をすることができる

期間の初日の到来後に死亡した

場合に限り、対象者の相続人が

新株予約権を相続することがで

きる。ただし、対象者の相続人

につき、新たに相続が発生した

場合は、その新株予約権の相続

は認めない。 

(3) 新株予約権は、第三者への質

入、担保権の設定その他の処分

および相続は認めないものとす

る。 

(4) その他の条件については、本

総会決議および取締役会決議に

基づき、当社と対象取締役・従

業員との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところ

による。 

(1)      同左 

  

  

(2)      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)      同左 

  

  

  

(4)      同左 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は認めないもの
とする。 

同左 

        既発行 

株式数 
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新株式発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後株式数＝調整前株式数× 
１株当たり調整前払込金額 

１株当たり調整後払込金額 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

  
事業年度末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 



(注) １ 平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予

約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 
２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 
３ 新株予約権発行後、時価を下回る価額および株式分割または併合で新株を発行するときは、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

(時価を下回る価額で新株を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

また、払込金額の調整が行われた場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

(時価を下回る価額で新株を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

新株予約権の数(個) 80(注)２ 80(注)２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 16,000(注)１ ３ 16,000(注)１ ３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり705(注)１ ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日～
平成23年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  705(注)１
資本組入額     353(注)１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 対象者は、新株予約権行使

時においても、当社または当

社の子会社の取締役、監査役

もしくは従業員であることを

要する。 

(2) 新株予約権の対象者が新株

予約権の行使をすることがで

きる期間の初日の到来後に死

亡した場合に限り、対象者の

相続人が新株予約権を相続す

ることができる。ただし、対

象者の相続人につき、新たに

相続が発生した場合は、その

新株予約権の相続は認めな

い。 

(3) 新株予約権は、第三者への

質入、担保権の設定その他の

処分及び相続は認めないもの

とする。 

(4) その他の条件については、

本総会決議及び取締役会決議

に基づき、当社と対象従業員

との間で締結する「新株予約

権割当契約」に定めるところ

による。 

(1)      同左 

  

  

  

(2)      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)      同左 

  

  

  

(4)      同左 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は認めないも
のとする。 

同左 

        既発行 

株式数 
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新株式発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

調整後株式数＝調整前株式数× 
１株当たり調整前払込金額 

１株当たり調整後払込金額 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

年月日 発行済株式 
総数増減数 

発行済株式
総数残高 

資本金増減額
  

資本金残高
  

資本準備金 
増減額 

資本準備金
残高 



(注) １ 株式分割(１株を20株に分割)による増加であります。 

２ 有償一般募集による増加であります。 

(ブックビルディング方式) 

発行価格       370円 

引受価額     347円80銭 

発行価額       289円 

資本組入額      145円 

３ 新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

４ 公募増資による増加であります。 

発行価格      2,113円 

発行価額    1,981円60銭 

資本組入額      991円 

５ 株式分割(１株を２株に分割)による増加であります。 

６ 新株引受権(ストックオプション)及び新株予約権(ストックオプション)の行使による増加であります。 

７ 平成17年12月１日から平成18年１月31日までの間に新株引受権(ストックオプション)の行使により、発行済株式総数が

6,000株、資本金が528千円及び資本準備金が522千円増加しております。 

  

(株) (株) (千円) (千円) (千円) (千円) 

平成14年４月１日 
(注)１ 

3,534,000 3,720,000 － 290,000 － 800

平成14年10月29日 
(注)２ 

400,000 4,120,000 58,000 348,000 81,120 81,920

平成14年12月１日～ 
平成15年11月30日 

(注)３ 
3,000 4,123,000 450 348,450 450 82,370

平成15年12月１日～ 
平成16年５月19日 

(注)３ 
5,000 4,128,000 750 349,200 750 83,120

平成16年５月20日 
(注)４ 

310,000 4,438,000 307,210 656,410 307,086 390,206

平成16年５月21日～ 
平成16年７月19日 

(注)３ 
2,500 4,440,500 437 656,847 437 390,643

平成16年７月20日 
(注)５ 

4,440,500 8,881,000 － 656,847 － 390,643

平成16年７月21日～ 
平成16年11月30日 

(注)３ 
11,000 8,892,000 877 657,724 873 391,516

平成17年３月31日～ 
平成17年11月30日 

(注)６ 
44,000 8,936,000 3,877 661,601 3,868 395,384



(4) 【所有者別状況】 

平成17年11月30日現在 

(注) 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)   220,400株 

２ 株式会社UFJ銀行及び株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行となっておりま

す。 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数(人) － 13 7 40 8 1 3,115 3,184 －

所有株式数 
(単元) 

－ 8,950 198 1,663 6,717 1 71,830 89,359 100

所有株式数 
の割合(％) 

－ 10.02 0.22 1.86 7.52 0.00 80.38 100.00 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数
に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

伊藤 守 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町3515-73 2,500,000 27.98

原 利典 東京都中央区佃1-11-6-2206 2,500,000 27.98

エイチエスビーシー バンク ピー
エルシー アカウント アトランテ
ィス ジャパン グロース ファン
ド 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店カ

ストディ業務部) 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK
  
  
  
(東京都中央区日本橋3-11-1) 

379,600 4.25

毎日コムネット社員持株会 東京都千代田区神田駿河台2-8瀬川ビル4F 229,600 2.57

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1-8-11 220,400 2.47

ノーザン トラスト カンパニー エ

イブイエフシー リ ノーザン トラ

スト ガンジー アイリッシュ クラ

イアンツ 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店カ

ストディ業務部) 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT,UK 
  
  
(東京都中央区日本橋3-11-1) 

131,800 1.47

バンク オブ ニユーヨーク ジーシ

ーエム クライアント アカウンツ 

イー アイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三菱銀行カ

ストディ業務部) 

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
  
(東京都千代田区丸の内2-7-1) 

127,200 1.42

中島 一彦 東京都目黒区中目黒1-1-17-401 125,000 1.40

株式会社UFJ銀行 愛知県名古屋市中区錦3-21-24 120,000 1.34

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 120,000 1.34

計 ― 6,453,600 72.22



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年11月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年11月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,935,900 89,359
権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

単元未満株式 普通株式     100 － 同上 

発行済株式総数 8,936,000 － － 

総株主の議決権 － 89,359 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

① 当社はストックオプション制度を採用しており、当該制度は旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13

年２月26日開催の第22回定時株主総会において当社取締役及び従業員に対して、平成14年２月27日開催の第23回

定時株主総会において当社従業員に対して新株引受権を付与する決議をされたものであります。 

(注) １ 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

２ 平成14年４月１日付をもって１株を20株に、平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新

株予約権の目的となる株式の数並びに新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。

３ 平成18年１月31日現在で記載しております。なお、退職等により権利を喪失した者及び権利行使した者(一部権利行使し

た者の人数は除く)の数を減じて記載しております。 

  

② 当社はストックオプション制度を採用しており、当該制度は商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、平成15年２月26日開催の第24回定時株主総会において当社取締役及び従業員に対して、平成16年２月26日開

催の第25回定時株主総会において当社従業員に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを決

議されたものであります。 

(注) １ 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

２ 平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予

約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

３ 平成18年１月31日現在で記載しております。なお、退職により権利を喪失した者及び権利行使した者の数を減じて記載し

ております。 

項目 
新株引受権の付与(1)
(ストックオプション) 

新株引受権の付与(2) 
(ストックオプション) 

決議年月日 平成13年２月26日 平成14年２月27日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
 当社取締役 １
当社従業員  17

(注)３ 当社従業員  ６ (注)３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１ (注)１ 

株式の数(株) (注)１ ２ ３ (注)１ ２ ３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)１ ２ (注)１ ２ 

新株予約権の行使期間 (注)１ (注)１ 

新株予約権の行使の条件 (注)１ (注)１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１ (注)１ 

項目 
新株予約権の付与(1)
(ストックオプション) 

新株予約権の付与(2) 
(ストックオプション) 

決議年月日 平成15年２月26日 平成16年２月26日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
 当社取締役 １
当社従業員  16

(注)３ 当社従業員  15 (注)３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１ (注)１ 

株式の数(株) (注)１ ２ ３ (注)１ ２ ３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)１ ２ (注)１ ２ 

新株予約権の行使期間 (注)１ (注)１ 

新株予約権の行使の条件 (注)１ (注)１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１ (注)１ 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けております。安定的な経営基盤の確保

と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基

本方針としております。具体的には、配当性向について25％以上を継続的に実施していくことを目標としておりま

す。 

当期の利益配当につきましては、上記基本方針のもと、前期の１株当たり11円に対して、14円(配当性向29.4％)

といたしました。 

内部留保金につきましては、フリーキャッシュフローの増大をめざして株主資本の充実を図るとともに、企業体

質の一層の強化ならびに今後の新規事業等に効果的に役立てていく方針であります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック

証券取引所におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

３ 当社株式は、平成14年10月29日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前につきましては、該当はありま

せん。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 

最高(円) － 730 1,030
2,900
※1,150 

1,080

最低(円) － 370 390
720

※ 641 
541

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 700 889 819 898 990 1,080

最低(円) 622 665 740 796 861 925



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

代表取締役 

社長 
  伊 藤   守

昭和26年 

４月14日生 

昭和54年４月 株式会社トラベル・ドウ・インターナショナル

(現株式会社毎日コムネット)設立 代表取締役

社長(現任) 2,500,000 

平成15年６月 株式会社学生サービスプラザ設立 代表取締役

社長(現任) 

代表取締役 

専務 
事業本部長 原   利 典

昭和26年 

９月３日生 

昭和54年４月 株式会社トラベル・ドウ・インターナショナル

(現株式会社毎日コムネット)設立 代表取締役

専務(現任) 
2,500,000 

平成13年６月 当社 代表取締役専務事業本部長(現任) 

平成15年６月 株式会社学生サービスプラザ設立 代表取締役

専務(現任) 

取締役 
管理本部長 

兼管理部長 
小野田 博 幸

昭和36年 

９月３日生 

平成７年５月 株式会社日本教育研究会(現株式会社東京個別指

導学院) 入社 

－ 

平成８年12月 当社 入社 

平成12年２月 当社 取締役経理部長 

平成13年６月 当社 取締役管理部長(現任) 

平成14年６月 当社 取締役管理本部長(現任) 

平成15年６月 株式会社学生サービスプラザ設立 取締役(現

任) 

取締役   岩 佐   豊
昭和22年 

４月11日生 

平成７年６月 株式会社ダイヤモンド社 取締役 

－ 

平成８年４月 同社 代表取締役社長 

平成12年４月 同社 代表取締役会長 

平成13年12月 有限会社ワイ・エス・マネジメント 代表取締

役(現任) 

平成14年２月 当社 取締役(現任) 

平成15年６月 株式会社学生サービスプラザ設立 取締役(現

任) 

        平成16年５月 協同組合ワイズネットワーク 代表理事(現任) 

        平成16年５月 株式会社アキュラホーム 取締役(現任) 

取締役   平 尾 智 司
昭和17年 

６月１日生 

平成３年10月 株式会社住友銀行(現株式会社三井住友銀行) 

本店支配人 

－
平成11年６月 大手町建物株式会社 代表取締役専務 

平成14年11月 半蔵門ビル株式会社 代表取締役社長 

平成16年１月 大手町建物管理株式会社 代表取締役社長 

平成17年２月 当社 取締役(現任) 



  

(注) 監査役篠原克行、同木内千登勢及び同山路敏之は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

監査役 

(常勤) 
  篠 原 克 行

昭和20年 

６月30日生 

昭和44年４月 安田信託銀行株式会社(現みずほ信託銀行株式会

社) 入行 

－

平成４年５月 同社 福島支店長 

平成10年６月 安信総合ファイナンス株式会社(現みずほトラス

トファイナンス株式会社)部長 

平成17年２月 当社 常勤監査役(現任) 

平成17年２月 株式会社学生サービスプラザ 監査役(現任) 

監査役   木 内 千登勢
昭和37年 

２月７日生 

平成２年４月 弁護士登録 

石塚法律事務所 入所 
－ 

平成６年９月 弁護士として独立(現任) 

平成15年２月 当社 監査役(現任) 

監査役   山 路 敏 之
昭和33年 

12月３日生 

昭和58年４月 優雅心株式会社 入社 

4,000

昭和62年10月 株式会社共立不動産鑑定事務所 入社 

平成６年３年 株式会社不動産鑑定ブレインズ設立 代表取締

役(現任) 

平成17年２月 当社 監査役(現任) 

計 5,004,000



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業として法令遵守、意思決定に関する透明性・公平性の確保、スピード

経営そして責任体制を明確化することと捉え、経営の重要課題としております。 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 取締役会の状況 

取締役会は、取締役５名で構成されており、毎月１回定例取締役会のほか必要に応じて臨時の取締役会を開催

しており、経営の基本方針、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役相互の

職務の執行を監督する機関と位置付けております。また、取締役は、重要執行方針を協議する機関として毎月１

回開催される事業本部長をはじめ経営幹部層で構成する経営会議に出席し、営業状況やその他各業務全般の執行

状況の把握を行い、取締役会の機能強化に努めております。 

② 監査役会の状況 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の計３名(いずれも社外監査役)で監査

役会を構成し、原則として毎月１回監査役会を開催しております。監査役は、取締役会に出席し、取締役の業務

執行状況及び取締役会の運営や決議の適法性、妥当性など経営の監督を行うとともに、内部監査室や会計監査人

とも情報交換を行い監査機能の充実に努めております。また、監査役は、重要執行方針を協議する機関として毎

月１回開催される事業本部長をはじめ経営幹部層で構成する経営会議に出席し、営業状況やその他各業務全般の

執行状況の把握を行い、監査役会の機能強化に努めております。 

③ 内部監査の状況 

社長直属の内部監査室(１名)が、年間監査計画に基づき内部監査を実施しております。監査結果は随時社長に

報告され、必要に応じて被監査部門に対して改善要求を行っております。 

④ 内部統制システムの整備の状況 

社内諸規程に基づき、職務権限や責任に関する事項が整備されており、これらに基づき日常の職務を遂行する

ことにより内部統制を図っております。また、適宜、内部監査が行われ内部統制機能の強化を図っております。 

⑤ リスク管理体制の整備の状況 

当社を取り巻く様々な経営リスクを把握し迅速に対応するため、管理本部内に窓口を設け、社内インフラ等を

活用することにより随時状況の把握を行っております。また、必要に応じて取締役会及び監査役会を随時招集で

きる体制を整備しており、専門的立場から意見を求める必要がある場合には、弁護士、公認会計士等の外部機関

の適切な助言や指導を受けております。 

⑥ 会計監査の状況 

会計監査人である双葉監査法人との間で監査契約を締結し、商法及び証券取引法に基づく監査を受けておりま

す。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

代表社員 業務執行社員 ： 室 恭郎 、一木 裕一 

当社に係る継続監査年数 

上記両名とも継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ２名 、 会計士補 １名 

⑦ 役員報酬及び監査報酬 

役員報酬 ： 取締役に対する報酬 80,700千円 



監査役に対する報酬  7,200千円 

監査報酬 ： 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 11,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社には社外取締役はおりません。また、社外監査役との特別な利害関係はありません。なお、社外監査役山路

敏之は当社株式を4,000株所有しております。 

  

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の１年間における実施状況 

経営の基本方針やその他重要事項を決定する取締役会及び重要執行方針を協議する経営会議を毎月最低１回以上

開催し、経営会議には、子会社の経営幹部層を常に同席させております。また、リスク管理、スピード経営の観点

から、随時取締役会を開催しうる体制を構築しております。 

新たな取組みといたしましては、平成 17 年４月に施行された個人情報保護法に対応すべくプライバシーマーク取

得に向け昨年度中に社内プロジェクトを設置し、平成 17年 11月にプライバシーマークを取得いたしました。これに

あわせ期中においては、各種研修会、説明会等を実施し、さらに社内インフラを活用した情報の共有化の強化を行

うなどコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みを行いました。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成15年12月１日から平成16年11月30日まで)及

び前事業年度(平成15年12月１日から平成16年11月30日まで)並びに当連結会計年度(平成16年12月１日から平成17年11

月30日まで)及び当事業年度(平成16年12月１日から平成17年11月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、双

葉監査法人の監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２  1,380,436 1,742,104  

２ 受取手形及び営業未収金  92,646 44,271  

３ たな卸資産 ※２  565,441 1,552,459  

４ 前渡金  316,032 540,399  

５ 繰延税金資産  44,499 65,243  

６ その他 ※２  209,262 301,502  

７ 貸倒引当金  △3,200 △1,246  

流動資産合計  2,605,117 54.8 4,244,734 55.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物及び構築物 ※２  277,048 107,558  

(2) 土地 ※２  382,279 －  

(3) その他 ※２  9,577 11,513  

有形固定資産合計  668,906 14.1 119,072 1.5

２ 無形固定資産  15,292 0.3 16,253 0.2

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※２  147,410 510,985  

(2) 出資金 ※２  － 1,499,410  

(3) 長期貸付金  154,212 160,294  

(4) 繰延税金資産  93,807 57,013  

(5) 差入保証金  596,277 714,590  

(6) その他 ※２  474,530 319,656  

(7) 貸倒引当金  △2,063 △3,080  

投資その他の資産合計  1,464,174 30.8 3,258,870 42.7

固定資産合計  2,148,373 45.2 3,394,195 44.4

資産合計  4,753,491 100.0 7,638,930 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び営業未払金  15,632 19,410  

２ 短期借入金 ※２  1,574,000 3,362,000  

３ １年内返済予定の 
長期借入金 

※２  13,410 33,600  

４ 未払金  － 408,622  

５ 未払法人税等  72,567 239,602  

６ 賞与引当金  81,996 97,680  

７ その他  259,193 304,031  

流動負債合計  2,016,798 42.4 4,464,947 58.4

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  － 49,600  

２ 退職給付引当金  1,778 2,340  

３ 役員退職慰労引当金  130,200 135,000  

４ 長期預り敷金  302,714 311,353  

固定負債合計  434,693 9.2 498,293 6.5

負債合計  2,451,491 51.6 4,963,241 65.0

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  － － － －

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  657,724 13.8 661,601 8.7

Ⅱ 資本剰余金  391,516 8.2 395,384 5.2

Ⅲ 利益剰余金  1,253,447 26.4 1,607,851 21.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △688 △0.0 10,852 0.1

資本合計  2,301,999 48.4 2,675,689 35.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 4,753,491 100.0 7,638,930 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   4,092,047 100.0 6,449,602 100.0

Ⅱ 売上原価  2,084,518 50.9 3,878,996 60.1

売上総利益  2,007,529 49.1 2,570,605 39.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,504,564 36.8 1,744,901 27.1

営業利益  502,964 12.3 825,704 12.8

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 2,853 4,672    

 ２ 受取配当金 1,192 1,138    

 ３ 投資有価証券売却益 16,120 －    

 ４ 保険返戻益 26,219 －    

 ５ ポイント引当金戻入 7,875 －    

 ６ その他 2,899 57,160 1.4 2,702 8,513 0.1

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 15,941 43,647    

 ２ 新株発行費 14,700 －    

 ３ 借入関係手数料 － 42,138    

 ４ その他 52 30,695 0.8 374 86,159 1.3

経常利益  529,429 12.9 748,058 11.6

Ⅵ 特別利益       

 １ 投資有価証券売却益 31,174 －    

 ２ 固定資産売却益 ※２ 43,094 95,298    

 ３ その他 － 74,268 1.8 838 96,137 1.5

Ⅶ 特別損失       

 １ 固定資産売却損 ※３ － 35,933    

 ２ 固定資産除却損 ※４ 202 －    

 ３ 固定資産流動化関連費用 6,453 6,655 0.1 － 35,933 0.6

税金等調整前 
当期純利益 

 597,041 14.6 808,261 12.5

法人税、住民税 
及び事業税 

204,298 335,916    

法人税等調整額 56,230 260,529 6.4 8,128 344,045 5.3

当期純利益  336,512 8.2 464,216 7.2

      



  
③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 82,370 391,516

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 増資による新株式の発行 309,146 309,146 3,868 3,868

Ⅲ 資本剰余金期末残高 391,516 395,384

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 997,026 1,253,447

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 336,512 336,512 464,216 464,216

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 70,091 97,812  

 ２ 役員賞与 10,000 80,091 12,000 109,812

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,253,447 1,607,851

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   597,041 808,261 

２ 減価償却費   42,075 35,751 

３ 貸倒引当金の増減額   2,855 △936 

４ 賞与引当金の増減額   11,264 15,684 

５ 退職給付引当金の増減額   1,470 561 

６ 役員退職慰労引当金の増減額   6,600 6,600 

７ ポイント引当金の増減額   △7,662 － 

８ 受取利息及び受取配当金   △4,045 △5,811 

９ 投資有価証券償還・売却益   △47,530 － 

10 保険返戻益   △26,219 △208 

11 支払利息   15,941 43,647 

12 新株発行費   14,700 291 

13 借入関係手数料   － 42,138 

14 有形固定資産売却益   △43,094 △95,298 

15 有形固定資産売却損   － 35,933 

16 有形固定資産除却損   202 － 

17 固定資産流動化関連費用   6,453 － 

18 売上債権の増減額   △43,725 47,357 

19 たな卸資産の増減額   △557,122 △987,018 

20 仕入債務の増減額   △675 3,778 

21 その他営業資産の増減額   △558,889 △438,329 

22 その他営業負債の増減額   △18,648 467,830 

23 未払消費税等の増減額   13,715 757 

24 役員賞与の支払額   △10,000 △12,000 

25 その他   △894 △1,800 

小計   △606,187 △32,809 

26 利息及び配当金の受取額   2,783 3,828 

27 利息の支払額   △14,945 △45,834 

28 保険契約による収入   58,438 － 

29 新株発行費の支払額   △14,700 △231 

30 借入関係手数料の支払額   － △78,053 

31 法人税等の支払額   △313,637 △176,802 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △888,248 △329,903 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △235,000 △335,000 

２ 定期預金の払戻による収入   285,000 335,000 

３ 有形固定資産の取得による支出   △28,781 △71,728 

４ 有形固定資産の売却による収入   502,000 652,525 

５ 無形固定資産の取得による支出   △1,000 △5,600 

６ 投資有価証券の取得による支出   △56,057 △213,320 

７ 投資有価証券の償還・売却による収入   78,262 25,000 

８ 出資による支出   △184,500 △1,459,683 

９ 貸付による支出   △128,183 △56,223 

10 貸付の回収による収入   2,701 52,121 

11 固定資産流動化関連費用の支払額   △3,000 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   231,442 △1,076,908 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増加額   843,500 1,788,000 

２ 長期借入による収入   － 100,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △59,610 △30,210 

４ 株式の発行による収入   618,421 7,745 

５ 配当金の支払額   △69,918 △97,054 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,332,392 1,768,480 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △52 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   675,533 361,668 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   585,902 1,261,436 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,261,436 1,623,104 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１  連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 株式会社 学生サー

ビスプラザ 

  

同左 

  

２ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

  

同左 

３ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

(イ)有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  

  

  

  

  

  

  

─────── 

(イ)有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

（追加情報） 

「証券取引法等の一部を改正する

法律」(平成16年法律第97号)が平成

16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

(会計制度委員会報告第14号)が平成

17年２月15日付で改正されたことに

伴い、当連結会計年度から投資事業

有限責任組合及びそれに類する組合

への出資(証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの)を投

資有価証券として表示する方法に変

更いたしました。 

なお、当連結会計年度の投資有価

証券に含まれる当該出資の額は、

325,790千円であります。 

      

      

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

  (ロ)たな卸資産 

(1) 販売用不動産 

個別法による原価法 

(ロ)たな卸資産 

(1) 販売用不動産 

同左 



(2) 貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物・構築物   10～47年 

器具備品     ３～20年 

  

  

  

  

(ロ)ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

(ハ)長期前払費用 

定額法 

(イ)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物・構築物   ８～47年 

器具備品     ５～20年 

(ロ)ソフトウェア 

同左 

  

  

(ハ)長期前払費用 

同左 

(3) 重要な繰延資産の処理方

法 

新株発行費 

支出時全額費用処理 

新株発行費 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(ロ)賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見積額の期間対応額を計上

しております。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)ポイント引当金 

「みなくるねっと」のメンバーに

対しネット利用に関して付与したポ

イントの使用により今後発生すると

見込まれる売上値引又は景品交換費

用に備えるため、過去の使用実績に

基づき、将来使用されると見込まれ

る金額を計上しておりましたが、当

期中にポイント付与を廃止し、期末

のポイント残高がなくなりましたの

で引当金残高を全額取崩しておりま

す。 

(ハ)      ─────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

  (二)退職給付引当金 

従業員の退職給付の支出に備える

ため、適格退職年金に係る将来の従

業員退職給付見込額を基礎とした現

在価値相当額から適格退職年金資産

残高の公正な評価額を控除した金額

を計上しております。 

(ホ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、支給内規を基準とした当連結

会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

(二)退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(ホ)役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法は税抜き方

式によっております。 

同左 

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

５ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分又は損失処理について、連結会

計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度に流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「前渡金」については、当連結会計年度

において総資産の5/100を超えることとなったため、当

連結会計年度より区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度の「前渡金」は、1,544千円で

あります。 

（連結貸借対照表） 

１  前連結会計年度に投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「出資金」について

は、当連結会計年度において総資産の5/100を超える

こととなったため、当連結会計年度より区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前連結会計年度の「出資金」は、203,654千

円であります。 

２  前連結会計年度に流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「未払金」については、当連結

会計年度において総資産の5/100を超えることとなっ

たため、当連結会計年度より区分掲記することとい

たしました。 

なお、前連結会計年度の「未払金」は、72,927千

円であります。 

（連結損益計算書） 

１  前連結会計年度に営業外収益において区分掲記し

ておりました「保険返戻益」については、当連結会

計年度において営業外収益の10/100以下となったた

め、当連結会計年度においては営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度の「保険返戻益」は、208

千円であります。 

２  前連結会計年度に営業外費用において区分掲記し

ておりました「新株発行費」については、当連結会

計年度において営業外費用の10/100以下となったた

め、当連結会計年度においては営業外費用の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度の「新株発行費」は、291千

円であります。 

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

─────── 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が7,920千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、7,920千円減少しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(平成17年11月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額     273,275千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額      51,178千円 

※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 20,000千円

流動資産（その他） 606千円

建物及び構築物 208,570千円

土地 368,065千円

有形固定資産（その他） 468千円

投資有価証券 7,168千円

投資その他の資産（その他) 81,074千円

計 685,952千円

※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 20,000千円

たな卸資産 

(販売用不動産） 
861,780千円

流動資産（その他） 409千円

投資有価証券 14,010千円

出資金 1,481,567千円

投資その他の資産（その他) 58,991千円

計 2,436,758千円

上記に対応する債務 

３       ─────── 

短期借入金 1,544,000千円

１年内返済予定の長期借入金 13,410千円

計 1,557,410千円

上記に対応する債務 

  

  

３ 当社は、安定的な資金調達を可能にするため取引

銀行と長期コミットメントライン契約を締結してお

ります。 

当連結会計年度末における長期コミットメントラ

インに係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 3,032,000千円

貸出コミットメントの総額 6,500,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 6,500,000千円



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当 443,940千円

地代家賃 174,366千円

広告宣伝費 150,541千円

賞与引当金繰入 84,236千円

役員退職慰労引当金繰入 6,600千円

貸倒引当金繰入 3,122千円

ポイント引当金繰入 1,388千円

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当 491,278千円

地代家賃 195,850千円

賞与引当金繰入 97,680千円

役員退職慰労引当金繰入 6,600千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 18,435千円

土地 24,658千円

計 43,094千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 55,553千円

土地 39,745千円

計 95,298千円

※３       ─────── ※３ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 9,499千円

土地 26,434千円

計 35,933千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 49千円

有形固定資産 

その他(器具備品) 
152千円

計 202千円

※４       ─────── 

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,380,436千円

預入期間が３ヶ月を超える定期 

預金 
△119,000千円

現金及び現金同等物 1,261,436千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,742,104千円

預入期間が３ヶ月を超える定期 

預金 
△119,000千円

現金及び現金同等物 1,623,104千円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累 

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

有形固定資産 

その他 

(器具備品) 

89,463 48,679 40,784 

無形固定資産 

(ソフトウェア) 
64,128 29,649 34,479 

計 153,592 78,328 75,263 

  

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累 

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

建物及び構築物 24,346 1,565 22,780 

有形固定資産 

その他 

(器具備品) 

82,392 24,186 58,205 

無形固定資産 

(ソフトウェア)
65,756 22,541 43,214 

計 172,495 48,293 124,201 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 25,882千円

１年超 50,460千円

合計 76,343千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 33,032千円

１年超 92,670千円

合計 125,702千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 36,677千円

減価償却費相当額 35,090千円

支払利息相当額 1,100千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 34,247千円

減価償却費相当額 33,039千円

支払利息相当額 1,652千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・                 同左 

  

・                 同左 



(有価証券関係) 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

区分 

前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成17年11月30日) 

連結決算日 
における 
連結貸借対 
照表計上額 

連結決算日
における 
時価 

差額

連結決算日
における 
連結貸借対 
照表計上額 

連結決算日 
における 
時価 

差額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

時価が連結貸借対照表計上額を超
えるもの 

     

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの 

     

① 国債・地方債等 24,997 24,995 △2 － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

小計 24,997 24,995 △2 － － －

合計 24,997 24,995 △2 － － －

区分 

前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成17年11月30日) 

取得原価 

連結決算日
における 
連結貸借対 
照表計上額 

差額 取得原価

連結決算日 
における 
連結貸借対 
照表計上額 

差額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

     

① 株式 2,271 7,427 5,156 2,271 14,010 11,738

② 債券 － － － － － －

③ その他 － － － 61,889 68,471 6,582

小計 2,271 7,427 5,156 64,160 82,481 18,320

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

     

① 株式 8,040 5,788 △2,252 8,040 8,020 △20

② 債券 － － － － － －

③ その他 61,889 57,823 △4,066 － － －

小計 69,929 63,611 △6,318 8,040 8,020 △20

合計 72,200 71,038 △1,161 72,200 90,501 18,300



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日における償還予定額 

前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日) 

  

当連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 

区分 

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

売却額 
売却益の
合計額 

売却損の
合計額 

売却額
売却益の 
合計額 

売却損の
合計額 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

① 株式 72,999 47,357 63 － － －

② 債券 － － － － － －

③ その他 5,263 236 － － － －

合計 78,262 47,593 63 － － －

区分 

前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成17年11月30日) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

① その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

  

51,373 

  

94,693 

② 投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資 
－ 325,790 

合計 51,373 420,484

区分 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

① 債券   

国債・地方債等 25,000 － － －

社債 － － － －

その他 － － － －

② その他 － － － 51,590

合計 25,000 － － 51,590

区分 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

① 債券 － － － － 

国債・地方債等 － － － － 

社債 － － － － 

その他 － － － － 

② その他 － － 59,840 － 

合計 － － 59,840 － 



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っていない

ため、該当事項はありません。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度

を設けております。また、総合設立型の厚生年金基金

に加入しておりますが、自社の拠出に対する年金資産

の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の計

算には含めておりません。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務及びその内訳 

退職給付債務 △64,758千円

年金資産の額 62,980千円

退職給付引当金 △1,778千円

２ 退職給付債務及びその内訳 

退職給付債務 △73,778千円

年金資産の額 71,437千円

退職給付引当金 △2,340千円

３ 退職給付費用の内訳 

   (注)当社は小規模会社に該当し簡便法を採用して

いるため、退職給付費用全額を勤務費用と

しております。 

退職給付費用 22,228千円

勤務債務 22,228千円

３ 退職給付費用の内訳 

   (注)当社は小規模会社に該当し簡便法を採用して

いるため、退職給付費用全額を勤務費用と

しております。 

退職給付費用 28,353千円

勤務債務 28,353千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  当社は小規模会社に該当し簡便法を採用しているた

め、該当事項はありません。 

 (注) 上記退職給付費用には、総合設立型の厚生年金

基金(年金資産の総額18,616,935千円)への拠出

額10,008千円が含まれております。 

なお、加入人員比で計算した年金資産は233,288

千円であります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  当社は小規模会社に該当し簡便法を採用しているた

め、該当事項はありません。 

 (注) 上記退職給付費用には、総合設立型の厚生年金

基金(年金資産の総額20,090,078千円)への拠出

額15,938千円が含まれております。 

なお、加入人員比で計算した年金資産は261,940

千円であります。 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(平成17年11月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 賞与引当金損金算入限度超過額 33,577千円

 未払事業税等否認額 6,599千円

 その他 4,322千円

   繰延税金資産合計 44,499千円

繰延税金負債(流動)  

   繰延税金負債合計 －千円

   繰延税金資産の純額 44,499千円

   

繰延税金資産(固定)  

 役員退職慰労引当金繰入否認額 52,991千円

 固定資産評価損否認額 35,178千円

 有価証券評価損否認額 3,759千円

 その他 2,205千円

   繰延税金資産合計 94,135千円

繰延税金負債(固定)  

 長期貸付金利息否認額 △327千円

   繰延税金負債合計 △327千円

   繰延税金資産の純額 93,807千円

   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 賞与引当金損金算入限度超過額 40,036千円

 未払事業税等否認額 18,433千円

 その他 6,773千円

   繰延税金資産合計 65,243千円

繰延税金負債(流動)  

   繰延税金負債合計 －千円

   繰延税金資産の純額 65,243千円

   

繰延税金資産(固定)  

 役員退職慰労引当金繰入否認額 54,945千円

 有価証券評価損否認額 3,759千円

 その他 6,528千円

   繰延税金資産合計 65,232千円

繰延税金負債(固定)  

 その他有価証券評価差額金 △7,448千円

 長期貸付金利息否認額 △771千円

   繰延税金負債合計 △8,219千円

   繰延税金資産の純額 57,013千円

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.0％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.5％

 住民税均等割額 0.6％

 同族会社の留保金額に 
 対する税額 

0.1％

 その他 0.4％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

 (調整)  

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

0.4％

住民税均等割額 0.6％

同族会社の留保金額に
 対する税額 

1.0％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

42.6％



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日) 

(注) １ 事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分の事業の内容 

⑴ 学生マンション事業・・・・学生マンションの開発、賃貸、管理、入居者募集及び仲介 

⑵ 課外活動支援事業・・・・・合宿・研修旅行、イベントの企画・運営 

⑶ 人材ネットワーク事業・・・アルバイト紹介、情報配信 

⑷ その他事業・・・・・・・・一般旅行商品の販売、福利厚生事業サポート「名湯プラン」の提供 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(439,714千円)の主なものは、当社の総務経理部門等の

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,900,283千円)の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預

金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

学生マン 

ション事 

業 

課外活動 

支援事業 

人材ネッ 

トワーク 

事業 

その他事 

業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

  (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

⑴ 外部顧客に対する売

上高 
2,822,586 1,051,841 63,222 154,396 4,092,047 － 4,092,047

⑵ セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － －

計 2,822,586 1,051,841 63,222 154,396 4,092,047 － 4,092,047

営業費用 2,420,607 542,520 65,629 120,612 3,149,369 439,714 3,589,083

営業利益又は営業損失

(△) 
401,979 509,321 △2,407 33,784 942,678 (439,714) 502,964

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
         

資産 2,642,790 125,158 21,510 63,749 2,853,208 1,900,283 4,753,491

減価償却費 28,526 5,799 1,141 1,061 36,528 2,620 39,149

資本的支出 28,025 684 28 246 28,985 796 29,781



当連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 

(注) １ 事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分の事業の内容 

⑴ 学生マンション事業・・・・学生マンションの開発、賃貸、管理、入居者募集及び仲介 

⑵ 課外活動支援事業・・・・・合宿・研修旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の運営 

⑶ 人材ネットワーク事業・・・アルバイト紹介、就職情報提供 

⑷ その他事業・・・・・・・・一般旅行商品の販売、福利厚生事業サポート「名湯プラン」の提供 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(507,825千円)の主なものは、当社の総務経理部門等の

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(2,655,080千円)の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預

金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日) 

海外売上高が無いため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 

海外売上高が無いため、該当事項はありません。 

  

  

学生マン 

ション事 

業 

課外活動 

支援事業 

人材ネッ 

トワーク 

事業 

その他事 

業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

  (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

⑴ 外部顧客に対する売

上高 
5,219,001 1,061,247 42,758 126,595 6,449,602 － 6,449,602

⑵ セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － －

計 5,219,001 1,061,247 42,758 126,595 6,449,602 － 6,449,602

営業費用 4,381,690 602,441 32,893 99,046 5,116,072 507,825 5,623,897

営業利益 837,310 458,805 9,864 27,548 1,333,529 (507,825) 825,704

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
         

資産 4,766,704 149,090 19,261 48,793 4,983,850 2,655,080 7,638,930

減価償却費 19,357 8,389 1,170 1,672 30,589 2,781 33,371

資本的支出 3,245 65,269 404 6,199 75,119 2,209 77,328



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

  

  

 (注) 当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株に対

し２株の割合で株式分割を行いました。 

なお、前連結会計年度の開始の日に当該株式分割

が行われたと仮定した場合における前連結会計年

度に係る１株当たり情報は、以下のとおりであり

ます。 

１株当たり純資産額 258.88円

１株当たり当期純利益 37.77円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

36.88円

１株当たり純資産額 173.90円

１株当たり当期純利益 27.13円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

26.74円

  

  

１株当たり純資産額 299.42円

１株当たり当期純利益 50.34円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

49.30円

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 336,512 464,216

普通株式に係る当期純利益(千円) 324,512 448,216

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)  

利益処分による役員賞与金 12,000 16,000

普通株主に帰属しない金額(千円) 12,000 16,000

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,590 8,902

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳(千株) 

 

新株引受権 172 157

新株予約権 34 30

普通株式増加数(千株) 206 188

前連結会計年度
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当連結会計年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

─────── 

  

  

  

  

  

該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 ２ 長期借入金(１年以内に返済予定ものを除く)の連結決算日後３年以内における１年ごとの返済予定額の総額。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,574,000 3,362,000 1.375 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 13,410 33,600 1.320 － 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

－ 49,600 1.320 平成20年３月25日 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,587,410 3,445,200 － － 

１年超２年以内(千円) ２年超３年以内(千円) 

33,600 16,000 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

  
前事業年度

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２  1,337,664 1,618,048  

２ 営業未収金  112,001 102,123  

３ 販売用不動産 ※２  554,178 1,544,517  

４ 貯蔵品  11,193 5,847  

５ 前渡金  316,032 540,399  

６ 前払費用 ※２  162,527 258,307  

７ 繰延税金資産  38,095 53,503  

８ 旅行未収金  13,254 4,930  

９ その他  50,949 64,699  

10 貸倒引当金  △3,903 △2,290  

流動資産合計  2,591,991 54.5 4,190,087 55.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物 ※２  252,706 31,120  

(2) 構築物 ※２  614 56,002  

(3) 器具備品 ※２  7,357 8,536  

(4) 土地 ※２  382,279 －  

有形固定資産合計  642,958 13.5 95,660 1.3

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  7,216 8,177  

(2) 電話加入権  8,076 8,076  

無形固定資産合計  15,292 0.3 16,253 0.2



  

  

  
前事業年度

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※２  147,410 510,985  

(2) 関係会社株式  100,000 100,000  

(3) 出資金 ※２  203,654 1,499,410  

(4) 長期貸付金  154,212 160,294  

(5) 更生債権等  2,063 3,080  

(6) 長期前払費用 ※２  156,138 210,295  

(7) 繰延税金資産  93,780 56,988  

(8) 保険積立金 ※２  102,684 96,290  

(9) 差入保証金  537,761 644,485  

(10) その他  9,990 9,990  

(11) 貸倒引当金  △2,063 △3,080  

投資その他の資産合計  1,505,631 31.7 3,288,740 43.3

固定資産合計  2,163,882 45.5 3,400,654 44.8

資産合計  4,755,874 100.0 7,590,741 100.0

      



  

  
  

  
前事業年度

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 営業未払金  15,632 19,410  

２ 短期借入金 ※２  1,574,000 3,362,000  

３ １年内返済予定の 
長期借入金 

※２  13,410 33,600  

４ 未払金  72,094 404,675  

５ 旅行未払金  56,999 80,038  

６ 未払費用  10,817 24,987  

７ 未払法人税等  71,675 215,663  

８ 旅行前受金  67,615 71,016  

９ 預り金  12,308 84,701  

10 前受収益  29,584 32,743  

11 賞与引当金  81,996 97,680  

12 その他  4,876 6,874  

流動負債合計  2,011,009 42.3 4,433,390 58.4

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  － 49,600  

２ 退職給付引当金  1,778 2,340  

３ 役員退職慰労引当金  130,200 135,000  

４ 長期預り敷金  302,714 311,353  

固定負債合計  434,693 9.1 498,293 6.6

負債合計  2,445,702 51.4 4,931,684 65.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  657,724 13.9 661,601 8.7

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  391,516 395,384  

資本剰余金合計  391,516 8.2 395,384 5.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  31,130 31,130  

２ 任意積立金     

(1) 別途積立金  850,000 1,050,000  

３ 当期未処分利益  380,490 510,088  

利益剰余金合計  1,261,620 26.5 1,591,218 21.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △688 △0.0 10,852 0.1

資本合計  2,310,172 48.6 2,659,057 35.0

負債・資本合計  4,755,874 100.0 7,590,741 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,007,693 100.0 6,274,278 100.0

Ⅱ 売上原価  2,151,630 53.7 4,062,200 64.7

売上総利益  1,856,063 46.3 2,212,077 35.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 給与手当 389,333 397,727   

２ 賞与手当 22,539 19,339   

３ 賞与引当金繰入 68,453 76,091   

４ 役員退職慰労引当金繰入 6,600 6,600   

５ 広告宣伝費 203,315 157,645   

６ 租税公課 － 83,360   

７ 減価償却費 13,815 12,957   

８ 貸倒引当金繰入 3,680 －   

９ ポイント引当金繰入 1,388 －   

10 地代家賃 141,761 135,427   

11 支払手数料 105,125 141,038   

12 大会諸経費 70,089 －   

13 その他 362,162 1,388,265 34.6 411,577 1,441,765 23.0

営業利益  467,798 11.7 770,311 12.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 2,849 4,668   

２ 有価証券利息 3 2   

３ 受取配当金 1,192 1,138   

４ 投資有価証券売却益 16,120 －   

５ 保険返戻益 26,219 －   

６ 受取賃貸料 ※１ 6,089 6,461   

７ 経営指導料収入 ※１ 5,400 5,400   

８ ポイント引当金戻入 7,875 －   

９ その他 2,888 68,637 1.7 2,667 20,338 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 15,941 43,647   

２ 新株発行費 14,700 －   

３ 借入関係手数料 － 42,138   

４ その他 52 30,695 0.8 374 86,159 1.4

経常利益  505,740 12.6 704,490 11.2



  

  

  
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 31,174 －   

２ 固定資産売却益 ※２ 43,094 95,298   

３ その他 － 74,268 1.9 498 95,797 1.6

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ － 35,933   

２ 固定資産除却損 ※４ 202 －   

３ 固定資産流動化関連費用 6,453 6,655 0.2 － 35,933 0.6

税引前当期純利益  573,353 14.3 764,353 12.2

法人税、住民税 
及び事業税 

203,406 311,479   

法人税等調整額 47,015 250,422 6.2 13,463 324,942 5.2

当期純利益  322,930 8.1 439,410 7.0

前期繰越利益  57,559 70,678 

当期未処分利益  380,490 510,088 

     



売上原価明細書 

  

  

  
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 不動産賃貸原価    

１ 借上賃料 1,396,283 1,742,019   

２ 維持管理費 198,683 347,925   

３ 減価償却費 27,188 14,232   

４ その他 44,933 1,667,088 77.5 53,054 2,157,231 53.1

Ⅱ その他売上原価    

１ 業務委託費 47,012 27,997   

２ 販売用不動産 426,632 1,833,931   

３ 借上賃料 － 28,646   

４ その他 10,895 484,541 22.5 14,393 1,904,969 46.9

合計  2,151,630 100.0 4,062,200 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年２月25日) 
当事業年度 

(平成18年２月24日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 380,490 510,088

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金 97,812 125,104  

２ 役員賞与金 12,000 16,000  

(うち監査役賞与金) (－) (－)  

３ 任意積立金  

(1) 別途積立金 200,000 309,812 300,000 441,104

Ⅲ 次期繰越利益 70,678 68,984

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  

  

  

  

  

  

  

─────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

（追加情報） 

「証券取引法等の一部を改正する

法律」(平成16年法律第97号)が平成

16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

(会計制度委員会報告第14号)が平成

17年２月15日付で改正されたことに

伴い、当事業年度から投資事業有限

責任組合及びそれに類する組合への

出資(証券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)を投資有

価証券として表示する方法に変更い

たしました。 

なお、当事業年度の投資有価証券

に含まれる当該出資の額は、325,790

千円であります。 

(3) 子会社株式 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 販売用不動産 

個別法による原価法 

(2) 貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(1) 販売用不動産 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

      

項目 
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取



  

りであります。 

建物・構築物   10～47年 

器具備品     ３～20年 

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物・構築物   ８～47年 

器具備品     ５～20年 

  (2) ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

(2) ソフトウェア 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時全額費用処理 

新株発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見積額の期間対応額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) ポイント引当金 

「みなくるねっと」のメンバーに

対しネット利用に関して付与したポ

イントの使用により今後発生すると

見込まれる売上値引又は景品交換費

用に備えるため、過去の使用実績に

基づき、将来使用されると見込まれ

る金額を計上しておりましたが、当

期中にポイント付与を廃止し、期末

のポイント残高がなくなりましたの

で引当金残高を全額取崩しておりま

す。 

(3)       ─────── 

  



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付の支出に備える

ため、適格退職年金に係る将来の従

業員退職給付見込額を基礎とした現

在価値相当額から適格退職年金資産

残高の公正な評価額を控除した金額

を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、支給内規を基準とした当期末

要支給額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法は税抜き方

式によっております。 

同左 

  



(表示方法の変更) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(追加情報) 

  

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

（損益計算書） 

１  前事業年度までは独立科目で掲記していた「雑

給」(当事業年度60,803千円)は、金額が僅少となっ

たため、販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示することに変更いたしました。 

２ 前事業年度までは販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「大会諸経費」に

つきましては、主要な費目に該当することとなりま

したので、当事業年度において区分掲記することと

いたしました。 

なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示しておりました「大会諸経費」

は、58,112千円であります。 

（損益計算書） 

１ 前事業年度に販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「租税公課」については、

当事業年度において販売費及び一般管理費の5/100を

超えることとなったため、当事業年度より区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「租税公課」は、

42,202千円であります。 

２ 前事業年度に販売費及び一般管理費において区分掲

記しておりました「大会諸経費」については、当事業

年度において販売費及び一般管理費の5/100の以下と

なったため、当事業年度においては販売費及び一般管

理費の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度の「大会諸経費」は、69,843千円

であります。 

３ 前事業年度に営業外収益において区分掲記しており

ました「保険返戻益」については、当事業年度におい

て営業外収益の10/100以下となったため、当事業年度

においては営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。 

なお、当事業年度の「保険返戻益」は、208千円で

あります。 

４ 前事業年度に営業外費用において区分掲記しており

ました「新株発行費」については、当事業年度におい

て営業外費用の10/100以下となったため、当事業年度

においては営業外費用の「その他」に含めて表示して

おります。 

なお、当事業年度の「新株発行費」は、291千円で

あります。 

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

─────── 

  

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月



  

  

  

  

  

  

  

  

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が7,920千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

7,920千円減少しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度
(平成17年11月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額     272,203千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額      45,849千円 

※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 20,000千円

前払費用 606千円

建物 207,955千円

構築物 614千円

器具備品 468千円

土地 368,065千円

投資有価証券 7,168千円

長期前払費用 59,713千円

保険積立金 21,360千円

計 685,952千円

※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 20,000千円

販売用不動産 861,780千円

前払費用 409千円

投資有価証券 14,010千円

出資金 1,481,567千円

長期前払費用 58,991千円

計 2,436,758千円

上記に対応する債務 

短期借入金 1,544,000千円

１年内返済予定の長期借入金 13,410千円

計 1,557,410千円

上記に対応する債務 

短期借入金 3,032,000千円

※３ 会社が発行する株式   普通株式 29,760,000株 

発行済株式総数        普通株式 8,892,000株

※３ 会社が発行する株式   普通株式 29,760,000株 

発行済株式総数        普通株式 8,936,000株

 ４              ─────── 

  

４  当社は、安定的な資金調達を可能にするため取引

銀行と長期コミットメントライン契約を締結してお

ります。 

当連結会計年度末における長期コミットメントラ

インに係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。 

貸出コミットメントの総額 6,500,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 6,500,000千円

 ５              ─────── 

  

５ 配当制限 

その他有価証券の時価評価により、純資産額が

10,852千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する主要なも

のは、次のとおりであります。 

受取賃貸料 6,089千円

経営指導料収入 5,400千円

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主要なも

のは、次のとおりであります。 

受取賃貸料 6,461千円

経営指導料収入 5,400千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物 18,435千円

土地 24,658千円

計 43,094千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物 55,553千円

土地 39,745千円

計 95,298千円

※３              ─────── 

  

※３ 固定資産売却損の内訳 

建物 9,499千円

土地 26,434千円

計 35,933千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 49千円

器具備品 152千円

計 202千円

※４              ─────── 

  



(リース取引関係) 

  

  

  

(有価証券関係) 

  

前事業年度(自平成15年12月１日 至平成16年11月30日)及び当事業年度(自平成16年12月１日 至平成17年11月30

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

器具備品 80,695 47,806 32,889

ソフトウェア 64,128 29,649 34,479

計 144,824 77,456 67,368

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 24,346 1,565 22,780

器具備品 73,624 21,743 51,880

ソフトウェア 65,756 22,541 43,214

計 163,726 45,850 117,876

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 23,830千円

１年超 44,589千円

合計 68,419千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 30,953千円

１年超 88,361千円

合計 119,315千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 36,134千円

減価償却費相当額 34,566千円

支払利息相当額 1,065千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 32,076千円

減価償却費相当額 30,945千円

支払利息相当額 1,525千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・                 同左 

  

・                 同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度
(平成17年11月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

 賞与引当金損金算入限度超過額 33,372千円

 未払事業税等否認額 6,564千円

 その他 4,582千円

   繰延税金資産合計 44,518千円

繰延税金負債(流動) 

 未収入金(賞与負担額)否認額 △6,423千円

   繰延税金負債合計 △6,423千円

   繰延税金資産の純額 38,095千円

  

繰延税金資産(固定) 

 役員退職慰労引当金繰入否認額 52,991千円

 固定資産評価損否認額 35,178千円

 有価証券評価損否認額 3,759千円

 その他 2,179千円

   繰延税金資産合計 94,108千円

繰延税金負債(固定) 

 長期貸付金利息否認損 △327千円

   繰延税金負債合計 △327千円

   繰延税金資産の純額 93,780千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

賞与引当金損金算入限度超過額 39,755千円

未払事業税等否認額 16,385千円

その他 6,148千円

  繰延税金資産合計 62,289千円

繰延税金負債(流動)  

未収入金(賞与負担額)否認額 △8,786千円

  繰延税金負債合計 △8,786千円

  繰延税金資産の純額 53,503千円

 

繰延税金資産(固定)  

役員退職慰労引当金繰入否認額 54,945千円

有価証券評価損否認額 3,759千円

その他 6,502千円

  繰延税金資産合計 65,207千円

繰延税金負債(固定)  

その他有価証券評価差額金 △7,448千円

長期貸付金利息否認損 △771千円

  繰延税金負債合計 △8,219千円

  繰延税金資産の純額 56,988千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.0％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.6％

 住民税均等割額 0.6％

 同族会社の留保金額に 
 対する税額 

0.1％

 その他 0.4％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

0.5％

住民税均等割額 0.5％

同族会社の留保金額に
 対する税額 

0.9％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

42.5％



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

  

 (注) 当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株に対

し２株の割合で株式分割を行いました。 

なお、前事業年度の開始の日に当該株式分割が行

われたと仮定した場合における前事業年度に係る

１株当たり情報は以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 259.80円

１株当たり当期純利益 36.19円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

35.34円

１株当たり純資産額 176.54円

１株当たり当期純利益 29.77円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

29.34円

  

  

１株当たり純資産額 297.56円

１株当たり当期純利益 47.55円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

46.57円

項目 
前事業年度

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 322,930 439,410

普通株式に係る当期純利益(千円) 310,930 423,410

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)  

利益処分による役員賞与金 12,000 16,000

普通株主に帰属しない金額(千円) 12,000 16,000

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,590 8,902

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳(千株) 

 

新株引受権 172 157

新株予約権 34 30

普通株式増加数(千株) 206 188



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

─────── 

  

  

  

  

  

該当事項はありません。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄
株式数
(株) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ
（第十一回第十一種優先株式） 

50 50,000 

オークラヤ住宅㈱ 72,200 43,320 

㈱みずほフィナンシャルグループ 16.58 14,010 

野村ホールディングス㈱ 4,000 8,020 

㈱エイチ・ユー 20 1,000 

㈱ジーアップキャリアセンター 40 294 

㈱ディービーエス総研 100 78 

小計 76,426.58 116,723 

計 76,426.58 116,723 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

(投資信託受益証券) 
グローバル マルチストラテジー プリン
シパル ファンド 

500,000口 59,840 

(投資信託受益証券) 
ブランドエクイティ 

1,000口 8,631 

小計  501,000口 68,471 

投資事業有限責任組合及びそれに類する
組合への出資 

－ 325,790 

小計 － 325,790 

計 － 394,261 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略

しております。 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 503,852 6,063 454,613 55,302 24,181 18,066 31,120

 構築物 2,650 60,193 2,650 60,193 4,191 4,277 56,002

 器具備品 26,379 3,751 4,117 26,013 17,476 2,131 8,536

 土地 382,279 － 382,279 － － － －

有形固定資産計 915,161 70,008 843,661 141,509 45,849 24,475 95,660

無形固定資産      

 ソフトウェア － － － 25,028 16,850 4,639 8,177

 電話加入権 － － － 8,076 － － 8,076

無形固定資産計 － － － 33,104 16,850 4,639 16,253

長期前払費用 163,062 145,745 89,275 219,532 9,237 2,380 210,295

繰延資産      

― － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

建物 賃貸用物件の売却によるもの(大袋物件他８物件) 454,613千円 

土地 賃貸用物件の売却によるもの(   同上   ) 382,279千円 



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金、普通株式及び株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

（1）新株引受権の行使 

普通株式   34,000株    資本金   2,667千円    資本準備金   2,658千円 

（2）新株予約権の行使 

普通株式   10,000株    資本金   1,210千円    資本準備金   1,210千円 

２ 別途積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 657,724 3,877 － 661,601

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 (株) ( 8,892,000) (   44,000) (    －) ( 8,936,000)

普通株式 (千円) 657,724 3,877   661,601

計 (株) ( 8,892,000) (   44,000) (    －) ( 8,936,000)

計 (千円) 657,724 3,877 － 661,601

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

資本準備金 
株式払込剰余金 

  
(千円) 391,516 3,868 

  
－ 395,384 

計 (千円) 391,516 3,868 － 395,384

利益準備金及
び任意積立金 

利益準備金 (千円) 31,130 － － 31,130

任意積立金 
別途積立金 

  
(千円) 

  
850,000 200,000 

  
－ 1,050,000 

計 (千円) 881,130 200,000 － 1,081,130

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 5,967 3,484 98 3,982 5,370 

賞与引当金 81,996 97,680 81,996 － 97,680 

役員退職慰労引当金 130,200 6,600 1,800 － 135,000 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 営業未収金 

(イ)相手先別明細 

  

  

(ロ)営業未収金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) １ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

２ 当期回収高には、当期中の営業未収金から更生債権への振替額1,134千円は含まれておりません。 

  

区分 金額(千円)

現金 4,732

預金  

当座預金 7

別段預金 2,919

普通預金 1,334,388

定期預金 276,000

計 1,613,315

合計 1,618,048

相手先 金額(千円)

㈱学生サービスプラザ 61,843

ぴあ㈱ 6,300

ジェイアイ傷害火災保険㈱ 2,431

安田不動産㈱ 2,028

㈱栄光 1,668

その他 27,851

合計 102,123

前期繰越 
  
(Ａ) 
  

(千円) 

当期発生高 
  
(Ｂ) 
  

(千円) 

当期回収高
  
(Ｃ) 
  

(千円) 

次期繰越
  
(Ｄ) 
  

(千円) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

112,001 3,382,795 3,391,538 102,123 97.0 11.6



③ 販売用不動産 

  

  

④ 貯蔵品 

  

  

⑤ 前渡金 

  

  

⑥ 出資金 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑦ 差入保証金 

  

区分 面積（㎡） 地域 金額(千円) 

販売用不動産 
土地(借地権
を含む) 

4,358.34 東京都 1,544,517

合計 － － － 1,544,517

区分 金額(千円)

出版印刷物等 3,561

JTB商品券 1,883

イオ・メトロ・クオカード等 362

その他 39

合計 5,847

区分 金額(千円)

販売用不動産取得手付金等 540,399

合計 540,399

区分 金額(千円)

不動産担保付貸付契約に関する参加取引出資 1,481,567

その他 17,842

合計 1,499,410

区分 金額(千円)

転貸物件賃借保証金 448,618



  

⑧ 営業未払金 

  

  

⑨ 短期借入金 

  

(注) ㈱東京三菱銀行及び㈱UFJ銀行は、平成18年１月１日付で合併し、㈱三菱東京UFJ銀行となっております。 

  

  

  

  

⑩ 未払金 

  

事務所賃借保証金 148,247

営業、弁済業務保証金等 47,520

その他 100

合計 644,485

相手先 金額(千円)

JFEアーバンプラス㈱ 2,388

㈲ゼッツ 2,134

㈱東洋実業 1,722

東京AD倶楽部 1,575

㈱清建社 1,484

その他 10,106

合計 19,410

相手先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 2,100,000

㈱東京三菱銀行 500,000

㈱UFJ銀行 432,000

㈱三井住友銀行 300,000

三菱UFJ信託銀行㈱ 30,000

合計 3,362,000

区分 金額(千円)

不動産の等価交換に伴う未払計上額 333,040

消費税・事業所税等 39,511

一般経費 30,212

その他 1,910



  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

合計 404,675



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 平成18年２月24日開催の第27回定時株主総会において、公告の方法についての定款変更が決議され、「当会社の公告方法

は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新

聞に掲載して公告する。」となり、公告は当社のホームページに掲載することになりました。(ホームページアドレス

http://www.maicom.co.jp/ir/) 

決算期 11月30日

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 11月30日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

中間配当基準日 ５月31日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき  10,500円  (消費税等  500円含む)

  株券登録料 １枚につき   525円  (消費税等  25円含む)

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名（注） 
日本経済新聞 
（決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載して
おります。ホームページアドレス http://www.maicom.co.jp/ir/） 

株主に対する特典 

毎年５月31日及び11月30日現在の株主及び実質株主に対して、優待券を以下の基準に
より発行 
・所有株式数 100株以上   不動産仲介手数料の30％割引優待券及び 
               温泉宿泊「名湯券」の宿泊割引券(1,000円券)３枚 
・所有株式数 1,000株以上  不動産仲介手数料の50％割引優待券及び 
               温泉宿泊「名湯券」の宿泊割引券(1,000円券)５枚 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第26期) 

自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日 

平成17年２月25日 
関東財務局長に提出。 

       

(2) 
  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記(1)に係る訂正報告書であります。 
平成17年２月28日 
関東財務局長に提出。 

       

(3) 
  
半期報告書 
  

(第27期中) 
  

自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日 

平成17年８月15日 
関東財務局長に提出。 

       

(4) 
  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記(1)に係る訂正報告書であります。 
平成18年２月７日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年２月25日

株式会社毎日コムネット 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社毎日コムネットの平成15年12月1日から平成16年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社毎日コムネット及び連結子会社の平成16年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

双葉監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  外  山  雄  一  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  室     恭  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年２月24日

株式会社毎日コムネット 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社毎日コムネットの平成16年12月１日から平成17年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社毎日コムネット及び連結子会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

双 葉 監 査 法 人  

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  室     恭  郎  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  一  木  裕  一  ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年２月25日

株式会社毎日コムネット 

取締役会 御中 

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社毎日コムネットの平成15年12月1日から平成16年11月30日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社毎日コムネットの平成16年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

双葉監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  外  山  雄  一  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  室     恭  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年２月24日

株式会社毎日コムネット 

取締役会 御中 

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社毎日コムネットの平成16年12月1日から平成17年11月30日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社毎日コムネットの平成17年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

双 葉 監 査 法 人  

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  室     恭  郎  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  一  木  裕  一  ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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